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本書面では、被告国の令和4年 5月 20日 付準備書面 (25)(以下「被告国準備書面 (2

5)」 という。)に対する反論を行う。

なお、本書面では、設置許可基準規則を単に「規則」と表示する。

第1 被告国準備書面 (25)・ 6頁以下の「第2 電源設備 (設置許可基準規則 33条 )

に関する反論」について

1 「多様性」の確保を必須要件としていない規則 33条 7項の不合理性について (被

告国準備書面 (25)・ 6頁の第 2・ 2伍 )の部分)

は)原告らの主張に対する被告国の反論の内容

被告国は、「設置許可基準規則 38条 7項が『多様性』の確保を必須要件としてい

ないことが不合理であるとの原告らの主張について」という項目において、「このよ

うに、設置許可基準規則 33条 7項は、非常用電源設備等について、多重J陛又は多

様性及び独立性を確保し、その系統を構成する機械又は器具の単一故障が発生し、

かつ、外部電源が利用できない場合においても、当該系統の安全機能が達成できる

ことを求めているのであるから、同項が非常用電源設備等の多様性の確保を必須条

件としていないからといって、同項が不合理であるということはできない」(被告国

準備書面 (25)・ 7～ 8買。下線は原告ら訴訟代理人)と反論している。

(2)被告国は全く反論が出来ていないこと

ア 被告国の反論はただ単に条文を引用しただけであり、反論になつていないこと

しかし、被告国が「このように」と述べている前には、 1買 (被告国準備書面

(25)・ 7頁)も使って、原子炉等規制法43条の3の 6第 1項第4号と規則

33条 7項の条文と、更に規則 2条 2項 17号ないし19号が規定する「多重J性」、

「多様性」及び「独立性」の定義をまるごと引用しているだけであり、結局、被

告国は、条文の引用だけで、当該条文は「不合理であるということはできない」

(合理Jl生があるとは明言していない)と反論しているのである。

これに対し、原告らは、「設置許可基準規則 33条 7項が『多様性』の確策を必
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須要件としていないことが不合理である」という主張については、これまでにも、

下記イ以下以下のような主張を行ってきた。

イ 原告らは、準備書面 62において、「原子力規制委員会の新規制基準検討チー

ムは、福島第一原発事故の教訓を踏まえ、『多重性又は多様性』としている要求

の『多様性』への変更を提言したが、この変更は見送られたこと」を批判したこ

と

まず、原告らは、被告国の平成 29年 8月 29日付準備書面 (3)への反論の

一環として、2018年 11月 20日 付原告ら準備書面62・ 95頁の Ц耐 共

通要因故障を想定し、多様性を要求すべきこと」という項目において、「設置許

可基準規則は、多重Jl生『又は』多様性を要求するとしており、いずれかを満たせ

ば足りるとしていること」 (実質的には「多様性」が考慮されていないこと)の

不合理J性を批判し、更に同。96～ 97買の「原子力規制委員会の新規制基準検

討チームは、福島第一原発事故の教訓を踏まえ、『多重性又は多様性』としてい

る要求の『多様性』への変更を提言したが、この変更は見送られたこと」という

項目において、国会事故調が、福島第一原発事故の検証結果として、「電源系統

に関する以上の検証から、自然災害に対する電源系統全体としての多様性、独立

性は十分ではなかった。そのため、原子力発電所の安全に対するさまざまな脅威

に対処し得る、電源系統全体としての多様性と独立性を有した設計の有り方を改

めて整理し直し、それを実践することが必要である。」 (甲 Al・ 141頁。下線

は原告ら訴訟代理人)と指摘していたにもかかわらず、「多重性又は多様性」と

している要求の「多様J性」への変更を見送った原子力規制委員会の対応について、

次のように批判した。

『 しかし、原子力規制委員会の新規制基準検討チームは、福島第一原発事故の

教訓として、「非常用交流電源の冷却方式、水源、格納容器の除熱機能、事故後

の最終ヒートシンク、使用済燃料プールの冷却・給水機能の多様性の不足」を

挙げ、設計基準で検討すべき論ッ点として、「現行の『多重性又は多様性』として
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いる要求の『多様性』への変更の要否の検討」を提示しているのである (発電

用軽水型原子炉の新安全基準に関する検討チーム「設置許可基準 (シビアアク

シデン ト対策規制に係るものを除く)の策定に向けた検討について別紙個表」

5頁 )。

また、同チームは、多様性の適用に係る考え方の整理案として、次の案を提

示している。

このように、原子力規制委員会の新規制基準検討チームは、基本的に多重化に

よる対応がとられ、多様性が不足していたことが福島第一原発事故発生の原因で

あったことから、「多重性又は多様性」としている要求の「多様性」への変更を

提言していたが、このような変更は見送られた。

しかし、福島第一原発事故の教訓を踏まえれば、このような変更の見送りは不

合理であり、設計基準として、「共通要因による機能喪失が、独立性のみで防止

できる場合を除き、その共通要因による機能の喪失モードを特定し、多様性を求

めることを明確にする」べきである (甲 A227・ 100頁 )。』

これまで、多重J性又は多様性が要求される重要度の特に高い安全機能を有する

系統は、基本的に多重化による対応がとられていると考えられる。

東京電力福島第一原子力発電所事故から、設計基準を超える津波に対する最終ヒ

―トシンクの喪失等の特定の機能喪失モードに姑しては、位置的分散による独立性

の確保だけでは不十分であり、代替電源設備 (空冷ガスタービン発電機 )、 代替ヒ

― トシンク設備 (フィルターベント)な どといった多様性を備えた代替手段を要求

する必要がある。したがつて、多重J性又は多様性を選択する際に、共通要因による

が の で で の

モー ドを特定 し、多様 Jl生を求めることを明確にする。
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ウ 原告らは、準備書面82において、「被告国は、設置許可基準規則33条 7項

の文言を、自らに不都合な箇所はカットして、短く述べただけであり、そのよう

な同義反復で同条項の合理性が基礎づけられる訳がないこと」について批判を展

開したこと

また、原告らは、被告国の令和元年 9月 6日付準備書面 (17)への反論の一

環として、2021(令和 3)年 9月 29日付原告ら準備書面82・ 3頁の 2(1)

において、「設置許可基準規則 33条 7項は『多様性』の要請を完全に無視した

不合理な規定であること」を主張し、さらに、同・ 5頁の13)において、「被告国

は、設置許可基準規則 33条 7項の文言を、自らに不都合な箇所はカットして、

短く述べただけであり、そのような同義反復で同条項の合理Jl生が基礎づけられる

訳がないこと」について、次のような批判を展開した。

『 以上のように、設置許可基準規則33条 7項が、「多重性又は多様性」と規

定し、「多様性」を完全に無視した規定となつていることと、「偶発故障の複

数同時発生」を想定せず、単一故障を想定して、国会事故調 (甲 Al)の指

摘を完全に無視した不合理な規定となっていることを前提とした上で、さら

に、「具体的に、非常用電源が必要とされる場合として『どのような事態』を

想定しているのかとか、設計基準事故時等の対応に『必要な設備として何を

想定しているのか』といつたことが全く不明である」ということを理由とし

て、原告らは「設置許可基準規則 33条 7項及びその解釈 33条の7からは、

非常用交流電源が必要となる事態が具体的に想定されていないことから、現

実の事故発生時に非常用電源に要求される具体的性能などの詳細を算定する

ことが不可能であり、そもそも、必要な対策を立てることができない」こと

の不合理J性を主張したのである。

ところが、この主張に紺し、被告国は、設置許可基準規則33条 7項が「多

様性」を完全に無視していること、及び、同条項が「偶発故障の複数同時発
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生」を想定せず、単一故障しか想定していないことには一切言及しないまま、

ただ単に「外部電源喪失に至る原因がいかなるものであつても、非常用電源

によって、工学的安全施設及び設計基準事故対処設備がその機能を確保でき

ることを要求するためである」というように、設置許可基準規則 33条 7項

の文言から「多重性又は多様J陛を確保し。・」という部分や 「単一故障が発

生した場合 。・」という部分をカットして、同条項の規定内容を短く述べた

だけである。

即ち、被告国は、設置許可基準規則 33条 7項の文言を、自らに不都合な

箇所はカントして、短く述べただけであつて、それによつて、同条項は「合

理的な理由に基づくもの」であると主張しているのであるが、そのような同

義反復で同条項の合理サl生が基礎づけられる訳がなく、設置許可基準規則 33

条の 7が不合理であることは、上に述べたところから明らかである。』

工 今回も、被告国は条文を引用するだけの反論であり、「規則 33条 7項は『多

様性』の要請を完全に無視した不合理な規定であること」について全く反論して

おらず、「多様性」の要請を完全に無視した規則 33条 7項が不合理な規定であ

ることは明らかであること

以上の通り、原告らは、繰り返し、「規則 33条 7項は『多様性』の要請を完全

に無視した不合理な規定であること」を主張してきた。

それにもかかわらず、被告国は、今回の被告国準備書面 (25)においても、

条文等の引用だけで、当該条文は「不合理であるということはできない」 (合理

性があるとは言っていない)と反論しているだけである。

即ち、被告国は、1買 (同 7頁)も使つた条文等の引用だけに続けて、「このよ

うに」という接続詞を使って、「設置許可基準規則 33条 7項は、非常用電源設

備等について、多重J性又は多様性及び独立性を確イ呆し、その系統を構成する機械

又は器具の単一故障が発生し、かつ、外部電源が利用できない場合においても、
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当該系統の安全機能が達成できることを求めているのであるから」というように、

単に規則 33条 7項の要約を述べて、これを理由にして、「同項が非常用電源設

備等の多様Jl生の確保を必須条件としていないからといって、同項が不合理である

ということはできない」 (被告国準備書面 (25)。 7～ 8頁)と いう結論につな

いでいるだけであって、全く反論になっていない。

要するに、被告国は、「設置許可基準規則 33条 7項が『多様性』の確保を必須

要件としていないことが不合理である」という原告らの主張に対して、「同項が

非常用電源設備等の多様J陛の確保を必須条件としていないからといって、同項が

不合理であるということはできない」という反論の実質的な理由を全く述べてい

ない (正面から反論していない)のであって、これは、とりもなおさず、被告国

は反論が出来ないことの証左であり、この点からみても規則33条 7項が不合理

な規定であることは明らかである。

以下では、滝谷紘一氏の2022年 9月 10日付意見書 (甲 A第 303号証)

に基づいて、再度、非常用電源設備について、「設置許可基準規則 33条 7項が

『多様性』の確保を必須要件としていないことが不合理である」という原告らの

主張の要点を述べ、被告国準備書面 (25)の反論が全く反論になっていないこ

とを立証する。

儡)「多様性」の確保を必須要件としていない規則 33条 7項が不合理であることは

明らかであること

ア わが国では、多様性を備えた原子力発電所は皆無であると解されること

非常用電源設備というのは、外部電源が喪失した時に原子炉の安ハェJ性を確保す

るための非常用炉心冷却設備を機能させる上で不可欠な設備であり、極めて重要

度が高い設備であるにもかかわらず、「非常用電源設備及びその附属設備は、多

重性又は多様性を確保し」と規定するにとどまっている規則 33条 7項は、原子

炉の安全性確保の観ッ点からは極めて不十分である。

なぜならば、「又は」という規定の仕方では、非常用電源設備の「多重性」と「多
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様性」についてはそのいずれかを選択すればよいことになり、現実には「多重性」

が確保され (福島第一原発事故前からの従来通りでよい。)、 「多様性」が全く確

保されていないからである。

その証左として、滝谷氏が指摘されているように、「事実として、これまで、事

業者が非常用電源設備に採用してきたのは多重性のみであり、多様!性を備えた原

子力発電所は皆無であると解される。」 (甲 A303・ 1頁の第 2・ 2(1)ア )。

即ち、規則 33条 7項は、実際には「多様Jl生は確保しなくてもよい」という規

制になっているのである。

イ 非常用電源設備に対する規制要求が「多重性」のみ (多様性がない)では、外

部電源喪失後に非常用電源設備に共通要因故障が生じると、直ちに全交流動力電

源喪失に陥り、そのこと自体が重要安全施設全般にわたつての共通要因故障とな

つて甚大な重大事故を招くこと (「多様性」の要求の不可欠性)

しかし、非常用電源設備に対する規制要求が「多重性」のみ (多様J性がない)

では、外部電源喪失後に非常用電源設備に共通要因故障が生じると、直ちに全交

流動力電源喪失に陥り、そのこと自体が重要安全施設1全般にわたつての共通要因

故障となって甚大な重大事故を招くことになるから、原子炉施設の安全ι隆確保上、

「多重性」のみでは不充分であり、「多様性」の要求が不可欠であることは明ら

かである (甲 A303・ 1～ 2頁の 2(1)ア )。

そこで、この点について、福島第一原発事故で説明する。

福島第一原発事故では、非常用電源設備に「多様性」がなかったことから、炉

心溶融という甚大な重大事故を招いたといえるが、その事故の経緯は下記の通り

である。

① 出力運転中だった 1号機、2号機、3号機では、それぞれ、地震発生検出

信号により制御棒が挿入されて、原子炉は自動停止した。

「重要安全施設」とは、安全施設のうち、安全オな毛能の重要度が特に高い安本ェリ磯能を有するものをいう(規則 2条 2の九)。
安全機能の重要度分類においてクラス MS‐ 11こ分類される構築物等を対象とする (同規則解釈第十二条 11)。 「原子炉

停止後の除熱機能」もそのうちの一つである。
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② 次いで、外部電源喪失が生じたため、非常用電源設備 2系統が自動起動し

て非常用炉心冷却設備等に給電して、原子炉停止後も発生し続ける炉心崩壊

熱を除去する運転状態に入つた。

③ その後、津波の敷地内遡上により、タービン建屋の地下 1階に設置されて

いた非常用電源設備はすべて冠水して、機能不全になった。

④ そのために、各号磯とも全交流動力電源喪失に至り、非常用炉心冷却設備

が機能不全に陥り、その結果、崩壊熱をまったく除去できなくなって、炉心

溶融を生じた。

以上の経緯に対して、仮に、各号機の非常用電源設備に 「多様J性」が確保され

ていたならば、具体的には、既設の水ハ式非常用ディーゼル発電機とは異なる型

式の非常用発電機 (例えば空冷式ガスタービン発電機)を 1台ずつ、津波の影響

が及ばない敷地内高台に配置し、それを外部電源喪失信号により自動起動させて

いたならば、各号機の非常用炉心冷却設備は、少なくとも 1系統は機能維持され

て、炉心溶融を防ぐことができたのである (甲 A303・ 2頁のイ)。

ウ 規則 33条 7項は、国会事故調が、福島第一原発事故の検証結果として、「電

源系統に関する以上の検証から、自然災害に対する電源系統全体としての多様性、

独立性は十分ではなかつた。そのため、原子力発電所の安全に封するさまざまな

脅威に対処し得る、電源系統全体としての多様性と独立性を有した設計の有り方

を改めて整理し直し、それを実践することが必要である。」 (甲 Al・ 141頁 )

という指摘を完全に無視していること

前述したように、被告国は、規則 33条 7項 「が非常用電源設備等の多様性の

確保をあ須条件 としていないからといって、同項が不合理であるということはで

きない。」と反論 しているが、しかし、上記イでみたように、「)F常用電源設備等

の多様性の確保を必須条件としてこなかった」という従来からの規制要求の不十

分さが、福島第一原発事故において、外部電源喪失後に全交流動力電源喪失を招
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き、非常用炉心冷却系の機能喪失により炉心溶融に至った根本要因である (甲 A

303・ 2頁のウ)。

上記(劾イで述べたように、国会事故調は、福島第一原発事故の検証結果として、

「電源系統に関する以上の検証から、自然災害に対する電源系統全体としての多

様性、独立性は十分ではなかった。そのため、原子力発電所の安全に封するさま

ざまな脅威に対処し得る、電源系統全体としての多様性と独立性を有した設計の

有り方を改めて整理し直し、それを実践することが必要である。」(甲 Al・ 14

1頁。下線は原告ら訴訟代理人)と指摘していたにもかかわらず、原子力規制委

員会は、「多重性又は多様性」としている要求の「多様性」への変更を見送つて

しまい、その結果、規則 38条 7項は、「非常用電源設備及びその附属設備は、

多重J性又は多様性を確保し」という、福島第一原発事故前と実質的には何ら変わ

らない規定にとどまった。

このことからしても、「多様性」の確保を必須条件としていない規則33条 7項

が不合理であることは明らかであり (甲A303・ 2頁のウ)、 被告国は、この

点に関して何ら反論が出来ていない (被告国は反論出来ない。)。

2 被告国準備書面 (25)・ 8頁の121アについて

(1)被告国の主張の内容

被告国は、「設置許可基準規則 33条 7項が、単一故障しか想定していないことは

不合理であるとの原告らの主張について」という項目において、「共通要因故障が発

生すること自体を防ぐための対策が求められている (設置許可基準規則 3条ないし

9条 )」 (被告国準備書面 (25)・ 9頁のア)と主張している。

似)被告国が「共通要因故障が発生すること自体を防ぐための対策が求められてい

る」と主張するのであれば、国会事故調も指摘している「多様性」の確保を規制要

求とすることが理に適っていること

ア そこで、被告国が挙げている規則 3条ないし9条をみると、規則 3条は「設計

基準対象の地盤」、同4条は「地震による損傷の防止」、同5条は「津波による損
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傷の防止」、同6条は「外部からの衝撃による損傷の防止」、同7条は「発電用原

子炉施設への人の不法な侵入などの防止」、同8条は「火災による損傷の防止」、

同9条は「総水による損傷の防止等」に関する規定である。

イ しかし、これらの規定に従つた諸姑策をとっていても、設計、製造、据付、検

査、保守・補修などにおける不測の品質管理ミス、供用に伴う設備の老朽化など

により、機器、配管、構築物等の故障を避けられないのが、膨大な数の構成部品、

部材からなる原子力発電所の現実である (甲A303・ 3頁の似))。

そこで、共通要因故障の発生を極力防止する上で極めて効果のある方策の一つ

として、上記 1で述べた「多様性」の確保が提唱されてきたのである。

それにもかかわらず、被告国は、被告国準備書面 (25)。 9～ 10頁の「イ 共

通要因故障に係る規制の概要」においても、「想定される外部事象が発生しても、

それによってその安全機能 (設置許可基準規則 2条 2項 5号)が損なわれないよ

うな基本設計を行うことが要求されている (同規則 3ないし6条 )。」 (被告国準

備書面 (25)・ 10頁)と して、「多様性」が確保されていない規則の該当条文

を引用するだけに終始しており、原告らが指摘している「多様性」の確保の欠如

という問題,点については全く言及していない。

しかし、被告国が、「共通要因故障が発生すること自体を防ぐための対策が求め

られている。」と主張するのであれば、上記 1で述べたように、国会事故調 (甲 A

l・ 141頁)も指摘している「多様性」の確保を規制要求とすることが理に適

つており (甲 A303・ 3頁の121)、 それを採用していない規則の共通要因故障

の発生防止対策は不充分であり、その点で不合理である。

3 被告国準備書面 (25)・ 10～ 11頁の(イ )イこついて

(1)被告国の主張の内容

被告国は、上記 2と 同じ「設置許可基準規則 33条 7項が、単一故障しか想定し

ていないことは不合理であるとの原告らの主張について」という項目のイ (イ)におい

て、「深層防護の観′黒から、それでもなお共通要因に起因する設備の故障が発生した
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ことを想定したものが、重大事故等封策であり、設置許可基準規則第 3章(重大事故

等対処施設)に規定されている」(被告国準備書面 (25)。 11頁の(イ)の部分)と 主

張している。

121 非常用炉心冷却設備など重要安全施設の共通要因故障となる全交流動力電源喪

失の発生を極力防止するためには、何よりも「多様性」を確保することこそが重大

事故の発生自体を防ぐことになること

しかし、滝谷氏が指摘されているように、設計基準対象設備である非常用電源設

備の重要性に鑑み、非常用炉心冷去「設備など重要安全施設の共通要因故障となる全

交流動力電源喪失の発生を極力防止するためには、何よりも「多様J性」を確保する

ことこそが重大事故の発生自体を防ぐことになるのであって (甲 A303・ 3頁の

(動 )、 被告国が「深層防護の観′点」を持ち出すのであれば、「多様性」を無視するの

ではなく、前述のように、「多様性」の確保を規制要求とすることが理に適っている

のである。

更に言えば、第一に重要なことは、重大事故が起きた場合における重大事故等対

策ではなく、その前の「重大事故自体の発生防止対策であることは論を待たない。」

(甲 A303・ 3頁の(3))。

4 被告国準備書面 (25)・ 11～ 12頁のウ(ア)について

伍)被告国の主張の内容 (被告国準備書面 (3)の主張の繰り返し)

ア 被告国は、被告国準備書面 (25)・ 11頁の「ウ 偶発故障に係る規制の概要」

において、「もつとも、偶発故障は、その性質上、個々の設備の品質を向上させた

としても、一定害1合で、かつ、個々の設備ごとに生 じ得るものである。そこで、

安全機能を有する系統のうち、安全機能の重要度が特に高いものについては、当

該系統を構成する機械又は器具に単一故障が生じた場合も想定し、そのような場

合であっても、直ちに、当該系統が機能しなくなるような事態が生じないように、

多重J性又は多様J性及び独立性を確保することが要求されている (同条 2項 )。」と

主張する。

19



イ そして、それに続けて、「例えば、注水機能に着目した場合、そもそも偶発故障

が生じないよう、注水機能を構成するポンプ及び非常用ディーゼル発電機等につ

いては、信頼性の高い設計がされていることが必要である。これに加えて、仮に

非常用ディーゼル発電機Aに単一故障が生じた場合を仮定しても(『単一故障の仮

定』の考え方※ 3、 別途、非常用ディーゼアレ発電機Bを設置しておくなどして、

多重性及び独立性を確保することで注水機能が機能しなくなるような事態が生じ

ないようにすることが求められる (後 掲図 2)。 」と主張し、次の「単一故障して

も安全機能が維持される例 (乙口第 163号証 118ページ)の図を掲載してい

る (なお、下記の図では、「図 3」 となっているが、被告国準備書面 (25)。 1

2頁では「図 2」 となっている。)。

(図 3)  単一故障しても安全機能が維持される例

ボンプB 格納容器

タンク

従属故れ章

単一故1章
を仮定

※この口は,I―数陣の観定を報崩するための
働鶴口であり,他の機構は省備している.

原子炉容器

ポンプA

非常用ディーゼル
発電機B

非常用ディーゼル

発電機A
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12)原告らは、準備書面 62で上記(1)の被告国の主張に既に反論していること

ア 被告国準備書面 (3)の主張の内容 (被告国準備書面 (25)と 同じ)

被告国は、既に平成 29年 8月 29日 付準備書面 (3)において、上記(1)と 同

じ主張をしていた。

即ち、被告国は、準備書面 (3)において、「例えば、注水機能に着目した場合、

そもそも偶発故障が生じないよう、注水機能を構成するポンプ及び非常用ディー

ゼル発電機等については、信頼J性の高い設計がされていることが必要である。そ

して、これに加えて、仮に非常用ディーゼル発電機Aに単一故障が生じた場合を

仮定 (「単一故障の仮定」の考え方)しても、別途非常用ディーゼル発電機 Bを設

置しておくなどして、多重Jl生及び独立性を確保しておくことで、注水機能の喪朱

を回避することが可能である (下図 3参照)。 」 (被告国準備書面 (3)・ 40

頁。下線は原告ら訴訟代理人)というように、上記(1)イ と全く同じ主張をし (図

3も 同じ。)、 その上で、「むしろ、上記のとおり、設置許可基準規則は、重要

度の特に高い安全機能を有する系統について、多重J性又は多様性に加え、独立性

を要求しており、これにより、共通要因故障が起こるような事態をも回避すべき

ものとしているのであるから、原告らの前記主張が設置許可基準規則の策定経緯

を正解しないものであることは明らかである」(下線は原告ら訴訟代理人)と し、

「以上のとおり、原告らの前記主張は、『単一故障の仮定』及び『共通要因故

障』の意義や設置許可基準規則の策定経緯を正解しないものであって、理由がな

い。」 (被告国準備書面 (3)・ 47頁)という主張をしていた。

そこkで、原告らは、2018年 11月 20日 付原告ら準備書面62(被告国

の準備書面 (3)への反論)。 97頁以下において、上記アに対する反論・主張

を述べていた。

それにもかかわらず、被告国は、原告ら準備書面62の反論 。主張には全く回

答しないまま、今回の被告国準備書面 (25)において、またもや、被告国準備

書面 (3)と全く同じ主張を繰り返してきたことから、以下では、原告ら準備書
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面 62の反論 。主張と全く同じ反論 。主張を展開する。

イ 原告らは、設置許可基準規則が「偶発故障の複数同時発生」を想定・考慮して

いないことを問題視していること

(ア)原告らが、「設計基準として、共通要因故障を想定していない新規制基準は

不合理というほかない」と主張しているは、原告ら準備書面 62・ 82頁以下

の「3」 で述べた「偶発故障が一度に 1つ しか起こらないという保証はどこに

もないこと」であり、例えば、平成 23年 3月 11日 に発生した福島第一原発

事故において、非常用ディーゼル発電機 2台が動かない事態が発生し、その結

果、大量の放射性物質が環境に放出されたことに関連して、国会事故調が 「十

分に原子炉の安全!l生が確保されてこなかつた」ことの例として、「発電用軽水型

原子炉施設の安全評価に関する審査指針では、安全J性を検討するために想定す

る『事故』を、原因が原子炉施設内にある、いわゆる内部事象、かつ、機器の

単一故障によるものと仮定している。本事故のような複合災害による多重故障

が想定されていない。」(甲 Al・ 537)と いうことを指摘していることをふ

まえて、「偶発故障の複数同時発生」を想定していないことを指摘したものであ

る。

これを、被告国が用いている例でいえば、次頁の図1(乙口6・ 115買か

ら引用)のケースが、図2の封策により回避されるというだけでなく、図3(被

の 3 25 で 3 い 「

なく、発電機 B幸ぅ同時に故障する場合カミ想定されていないこと」を問題視 して

いるのである。
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ポンプA

原子炉容器

非常用ディーゼル

発電機A

格納容器ポンプB
故障

タンク

単―故障を仮定

従属故障

※この回はt単一散鎌の仮定を説朗するための
簡略回であり,地の設備はお略している,

典
一

図1 単一故障の結果、安全機能が喪失する例

(図 3)  単一故障しても安全機能が維持される例

ポンプB 格納容器

タンク

申故障

を仮定

Xこの日は,単―散毎0霞定毒‖馴するための

苗鶴口であり,他の設いは4轄してとヽる.

原子炉容器

ポンプA

非常用ディーゼル

発電機B
非常用ディーゼル

発電機A
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(イ)被告国は、「自然現象を始めとする外部事象による共通要因故障、すなわち、

一つの事象によって複数の系統又は機器が同時に故障しないようにするための

方策としては、個々の設備が、想定され得る外部事象によつてその安全機能が

損なわれないような設計がされることが必要である。そして、このような観 J煮

から、本件事故後、厳格な規制が行われているのであって、外部事象に姑する

共通要因故障を考慮 した規制が行われているのである。」 (被告国準備書面

(3)・ 44買)と 主張するが、その内容は「設置許可基準規則は、重要度の

特に高い安全機能を有する系統について、多重J性又は多様J性に加え、独立性を

要求しており、これにより、共通要因故障が起こるような事態をも回避すべき

ものとしている (被告国準備書面 (3)・ 47頁。下線は原告ら訴訟代理人)

というものであり、先の図 3でいえば、発電機Bのシステムを、発電機Aのシ

ステムから独立させたという「独立性」をもつて、「共通要因故障が起こるよ

うな事態をも回避すべきものとしている」とするものである。

しかし、原告らの主張は、発電機Aのシステムだけでなく、それ とは 「独立

性」を有する発電機 Bのシステムも同時に故障する場合が想定されていない、

という点である。

即ち、原告らは、準備書面62・ 95買の15)の 「共通要因故障を想定し、多

様性を要求すべきこと」という項目において、「ア 設置許可基準規則は、多重

性『又は』多様性を要求するとしており、いずれかを満たせば足りるとしてい

ること」の問題′≪を指摘していたが、まさに、被告国が、被告国準備書面 (3)

のみならず被告国準備書面 (25)でも繰り返し取り上げている上記図3の事

例において、発電機Aのシステムだけでなく、それとは「独立性」を有する発

電機Bのシステムも同時に故障する場合を問題にしている (「多様性」がない)

のであるが、被告国は、その被告国準備書面 (25)でも、この点に関しては、

全く回答していない。

ウ 「多様性を」の軽視が問題であること
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(ア)被告国は、前述のように、「設置許可基準規則は、重要度の特に高い安全機

能を有する系統について、多重性又は多様性に力日え、独立性を要求しており、

これにより、共通要因故障が起こるような事態をも回避すべきものとしている」

(被告国準備書面 (3)・ 47頁)と主張するが、「多重Jl生又は多様性」に加

えて「独立性を要求」しても、重要度の特に高い安全機能を有する系統につい

て、「多様性」が欠如していれば、いかに「独立性」を加味しても、安全性は

確保できないではないかということを、原告らは訴えているのである。

(イ)原告ら準備書面 62・ 96頁の15)イ で述べたように、原子力規制委員会の新

規制基準検討チームは、福島第一原発事故の教訓として、「非常用交流電源の

冷却方式、水源、格納容器の除熱機能、事故後の最終ヒー トシンク、使用済燃

料プールの冷去,・ 給水機能の多様性の不足」を挙げており、設計基準で検討す

べき論ッ点として、「これまで、多重性又は多様性が要求される重要度の特に高

い安全磯能を有する系統は、基本的に多重化による対応がとられていると考え

られる。東京電力福島第一原子力発電所事故から、設計基準を超える津波に対

する最終ヒー トシンクの喪失等の特定の機能喪失モー ドに対しては、位置的分

散による独立性の確保だけでは不十分であり、代替電源設備 (空冷ガスタービ

ン発電機 )、 代替ヒー トシンク設備 (フィルターベント)な どといった多様性

を備えた代替手段を要求する必要がある。したがつて、多重をl生又は多様性を選

択する際に、共通要因による機能喪失が、独立性のみで防止できる場合を除き、

その共通要因による機能の喪失モー ドを特定し、多様J性を求めることを明確に

する。」 (下線は原告ら訴訟代理人)というように、「現行の『多重性又は多様

性』としている要求の『多様性』への変更の要否の検討」を提示していた (発

電用軽水型原子炉の新安全基準に関する検討チーム「設置許可基準 (シビアア

クシデント対策規制に係るものを除く)の策定に向けた検討について別紙個

表」5頁)にもかかわらず、最終的には、この提案は見送られ、採用されなか

つたのである。
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原子力規制委員会が、自らの検討チームにより、福島第一原発事故の教訓と

して、「非常用交流電源のみ去,方式、水源、格納容器の除熱機能、事故後の最

終ヒー トシンク、使用済燃料プールの冷却・給水機能の多様性の不足」が明ら

かとなったのであるから、「多重性又は多様性を選択する際に、共通要因によ

る機能喪失が、独立性のみで防止できる場合を除き、その共通要因による機能

の喜失モー ド″特庁 し を炎 めることを日月濡と 十 る と明言 したにも

かかわらず、それを無視して、福島第一原発事故以前の要求であった「多重性

又は多様性」をそのまま残存させたまま (検討チームのいう「多様性の不足」)

の状態において、被告国が、「設置許可基準規則は、共通要因故障を防止する

方策として、一つの事象によって、一つの系統又は機器の故障を生じさせない

ような要求をしているのであつて、共通要因故障を考慮しないものではない。」

(被告国準備書面 (3)・ 44～ 45頁)と 主張するように、すべての事故 。

故障が 「独立性」のみでカバーできるものではない。

(ウ)「同一の機能を有する二以上の系統又は機器が、想定される環境条件及び運

転状態において、これ らの構造、動作原理その他の性質が異なることにより

共通要因 (二以上の系統又は機器に同時に影響を及ぼすことによりその機能を

失わせる要因をいう。以下同じ。)又は従属要因 (単一の原因によつて確実に系

統又は機器に故障を発生させることとなる要因をいう。以下同じ。)によつて同

時にその機能が損なわれないこと」 (設置許可基準規則の第 2条 2項 18号 )

をいう「多様性」の要求は、共通要因故障の対策において、 「二以上の系統又

は機器が、想定される環境条件及び運転状態において、物理的方法その他の方

法によりそれぞれ互いに分離することにより、共通要因又は従属要因によつて

同時にその機能が損なわれないこと」 (設置許可基準規則の第 2条 2項 19号)

をいうにすぎない「独立性」の要求や、「同一の機能を有し、かつ、同一の構造、

動作原理その他の性質を有する二以上の系統又は機器が同一の発電用原子炉施

設に存在すること」 (設置許可基準規則の第 2条 2項 17号)をいうにすぎな
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い「多重性」の要求では決してカバーしきれない極めて重要な役割を担ってい

る (だからこそ、「多重性」及び 「独立性」とは別に要求されている。)のであ

って、その「多様性」の要求をあまりにも軽視している新規制基準は、その意

味でも極めて不合理である。

5 被告国準備書面 (25)・ 13頁の工について

(1)被告国の主張の内容

被告国は、被告国準備書面 (25)・ 13頁の「工 設置許可基準規則 83条 7項

が定める非常用電源設備等に係る要求事項は、設備の偶発故障対策であり、設計基

準としては単一の設備故障のみを考慮すれば十分な安全J性を確保できること」とい

う項目において、「複数の設備が同時に偶発的に故障を起こすことは極めてまれであ

るといえ、設計基準としては、単一の設備故障のみを考慮すれば十分な安全J性を確

保できる」と主張している。

似)「設計基準としては、単一の設備故障のみを考慮すれば十分な安全性を確保でき

る」とは到底いえないこと

しかしながら、被告国の上記(1)の主張は、「設計基準として十分な安全性を確保で

きる」ことの論拠が何ら示されておらず、論理サ性を欠いていることは明らかである。

原告らが、「設置許可基準規則が『偶発故障の複数同時発生』を想定・考慮してい

ないことを問題視していること」は、上記 412)イで述べた通りであるが、仮に「複

数の設備が同時に偶発的に故障を起こすことは極めてまれである」としても、偶発

的故障が重なって起きた際の被害の大きさは計り知れないのであつて、そのときの

リスク (=被害の大きさ×事故の確率)の大きさを考慮すると、「十分な安全J性を

確保できる」とは、到底、言えない (甲 A303・ 3頁の14》。

6 「非常用電源設備に多様性を確保すること」は現在の技術水準では容易に実現でき

ること

(1)最後に、国会事故調が、福島第一原発事故の検証結果として、「電源系統に関す

る以上の検証から、自然災害に対する電源系統全体としての多様J性、独立性は十分

27



(2)

ではなかった。そのため、原子力発電所の安全に対するさまざまな脅威に対処し得

る、電源系統全体としての多様性と独立性を有した設計の有り方を改めて整理し直

し、それを実践することが必要である。」 (甲 Al・ 141頁。下線は原告ら訴訟代

理人)と指摘していたことに関して、「非常用電源設備に多様性を確保すること」は、

現在の技術水準では容易に実現できることを述べる。

川内原発を含めて、既存の原子力発電所ではディーゼル発電機 (水冷式)2台を

設置して 「多重性」を確保している。

そこで、この「多重性」に加えて、「多様性」を確保する具体策としては、発電容

量が同規模のガスタービン発電機 (空冷式)1台を追加で設置して、外部電源喪失

信号によつて自動起動する運用をすればよいのである (甲 A303・ 3頁の151)。

近年では、非常用ガスタービン発電機の性能は、非常用ディーゼル発電機と同等

水準に達している (甲 A304)。

実際に、九州電力は、新規制基準対応用に、2012年に、川内原発と玄海原発の各

原子炉に 1台ずつ、常設代替電源として、「移動式大容量発電機」と名付けた非常用

ガスタービン発電機を導入し、津波の影響の及ばない敷地内高台に設置した (甲 B

344)。

ここで 「大容量」とは、次頁の図 1「非常用ガスタービン発電機の事例」の仕様

を見れば分かるように、非常用ガスタービン発電機としては比較的大きな容量 (図

1の事例では、 4、 000kVA)で あることを意味している。
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【移動式大容量発電機 】

図 1 )F常用ガスタービン発電機の事例

(9 ただし、川内原発では、この非常用ガスタービン発電機を「重大事故等姑処設備」

として導入しており、その起動運用は、運転員が「全交流動力電源が喪失したこと

を確認した場合には、移動式大容量発電機を中央制御室から遠隔起動する。」として

いる (甲 B345の 2枚目の「14.14.4」 のЩl)移動式大容量発電機への切替」欄)。

しかし、この運用法では、運転員の判断及び操作に時間を要する上に、運転員の

判断ミス、操作ミスが入るおそれがあり、作動の信頼J性を欠く。

また、運転員が「全交流動力電源が喪失したことを確認した場合には、……起動

する」とあることから明らかなように、全交流動力電源の喪失それ自体の発生防止

には何ら役立たない。

従って、非常用ガスタービン発電機を導入しても、被告九州電力のこのような運
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用法では、(外部電源喪失信号で自動起動させる)設計基準対象施設としての非常用

電源設備の 「多様性」を確保することには相当しない (以上、甲A303・ 5頁 )。

そうではなく、前述 4でみた非常用ディーゼル発電機と同じように、この非常用

ガスタービン発電機を外部電源喪失信号により自動起動させる運用にすることは、

所内電源系統の構成と運用を変更することで容易に可能である(甲 A303・ 5頁 )。

このことは、上記(1)でみた、国会事故調が、福島第一原発事故に関する検証にも

とづいて、「電源系統全体としての多様J性と独立性を有した設計の在 り方を改めて整

理し直し、それを実践することが必要である」(叩 Al・ 141頁)と 提言している

ことに対処する一環である。

7 まとめ

以上の通 りであり、規則 33条 7項が 「非常用電源設備及びその附属設備は、多重

性又は多様性を確保し、及び独立性を確保し、その系統を構成する機械又は器具の単

一故障が発生した場合」と規定していることは、原発の安全確保上不充分であり、設

計基準対象施設としての非常用電源設備には、共通要因故障を避けるための極めて有

効な姑策として 「多様性」の確保を規制要求すべきである。

しかも、実際に「非常用電源設備に多様性を確保すること」は、現在の技術水準で

は容易に実現できるのであつて、それにもかかわらず、「)F常用電源設備等の多様性

の確保」を必須要件としていない規則 38条 7項には重大な欠陥がある (甲 A30

3・ 5頁 )。

30



第2 被告国準備書面 (25)・ 14頁以下の「第3 使用済燃料 (設置許可基準規則 1

6条)に関する反論」について

被告国は、被告国準備書面 (25)の 14頁以下で、「第3 使用済燃料 (設置許可

基準規則 16条)に関する反論」を述べているが、そこにおいては、原告らが指摘し

た次の2項目についての反論が全くなされていない (要所抜粋)。

1 原告ら準備書面82の 19～ 20頁の部分について

(1)被告国の反論がない箇所

『第3 使用済燃料 (設置許可基準規則 16条)に関する反論

2 同2についてく使用済燃料貯蔵本曹のあり方等)

12)ウ 新規制基準の不合理性が示されている箇所について

(ア)国会事故調が指摘した技術的問題への対応ができていなかった箇所

① 使用済み燃料プールに水位計がなく、テレビカメラによる状況確

認もできなかったこと

④ ジルコニウム火災の現象に関する実験など過去の知見が充実し

ておらず、現実的な推測を行うための解析ツールも整っていなかっ

たこと

⑥ 米国では既に運用されていた「B.5.b」 への対策が、わが国ではい

まだ検討さえ始まっておらず、使用済み燃料プールを外部水源で冷

却する設備が設置されていなかったこと』

121 被告国が反論していない上記(1)の各事項は、新規制基準が全く対策を講じておら

ず、新規制基準の不合理J性が示されている箇所であること

原告らは、被告国の準備書面 (17)・ 15頁のイ等の主張に対し、原告ら準備

書面82において、「原告らが『 3 国会事故調が指摘した技術的問題に関する検

討』(同・47～ 50頁)及び『 4 原子力学会の5つの提言とそれらの検討』(同・

50～ 54頁)において指摘した下記の諸点については、全く反論がなされていな

い。このことは、新規制基準が、原告らが指摘する各事項について全く姑策を講じ
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ていないということであり、即ち、新規制基準の不合理Jl生が示されている箇所であ

る。」(原告ら準備書面 82・ 18頁)と 主張したが、今回の被告国準備書面 (25)

でも、上記引用の原告ら準備書面 82の第 3・ 2121ウの部分については、全く反論

がなされていない。

このことは、原告らが指摘する上記各事項については、新規制基準は全く対策を

講じていないということ (被告国も反論出来ないこと)であり、即ち、上記各事項

は新規制基準の不合理'l生が示されている箇所」(原告ら準備書面 82・ 18頁)であ

ることは明らかである。

なお、滝谷氏は、新規制基準は、代替注水設備として、可搬型代替注水設備を配

備することにより、使用済み燃料の冠水状態を維持することを要求しているが、当

然に人為的な作業を伴 うことから不確実性が高いことを指摘され、「そこで、人為的

な作業の不確実性が明らかになった福島第一原発事故の教訓を踏まえれば、使用済

み燃料プールを外部水源でる去,する可搬型設備とともに、人為的な作業を伴わない

「恒設設備」の設置も要求すべきである。」と説かれている (甲 A303・ 6頁の第

3・ 2(1)の部分)。

2 原告ら準備書面 82の 20～ 21頁の部分について

は)被告国の反論がない箇所

『(イ)原子力学会の5つの提言への対応が出来ていない箇所

① 使用済燃料プールに対するAM(アクシデントマネジメント)を見直す。

② 電源喪失しても予備電源などで燃料プール温度及び漏洩監視モニターを監

視できるように電源を準備する。

③ 使用済燃料プールの自然循環冷却システムを導入する。電源が無くても崩

壊熱除去が可能となる。

④ 空冷の中間貯蔵設備を導入する。』

(2'「原発の安全`性の確保、向上のために公表された国会事故調と原子力学会の提言

を無視してはならない」こと
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上記(1)の部分は、新規制基準において、「原子力学会の5つの提言への姑応が出来

ていない箇所」であるが、この点に関して、滝谷氏は、「被告国にとつて、不断に国

内、国外における新たな知見と経験の収集に努め、その検討をもとに必要に応じて

規制基準に反映することは、重要な任務である。従つて、中立、公正な第二者機関

の立場で実施された福島第一原発事故の調査検討をもとに、原発の安ハ上J性の確保、

向上のために公表された国会事故調と原子力学会の提言を無視してはならない。被

告国による上記提言への封応を求める。」 (甲A303・ 6頁の第 3・ 2似)の部分)

という指摘をされているが、まさに、被告国は、「原発の安ハェJl生の確保、向上のため

に公表された国会事故調と原子力学会の提言を無視してはならない」というべきで

ある。

33



第3 被告国準備書面 (25)・ 19頁以下の「第4 重大事故等対策 (設置許可基準規

則 37条以下)に関する反論」について

1 被告国準備書面 (25)・ 20頁の 2位 )について

位)被告国の主張の内容

被告国は、被告国準備書面 (25)・ 19頁の第4・ 1で述べている、「新規制基

準が、設計基準対象施設に対して、外部電源の喪失を除いては、共通要因故障を想

定していないことを前提とした上で、『新規制基準における共通要因故障の想定ひい

ては重大事故等対策は矛盾をはらんだものになつて』いるなど」ということを「原

告らの前記 l①の主張」とし、規則 3条ないし9条の説明をした上で、「このように、

設置許可基準規則は、共通要因故障を生じさせる要因となる事象に紺して規制要求

を行つており、外部電源喪失を除いては、共通要因故障を想定していないことを前

提とする原告らの主張は失当である。」と主張している (被告国準備書面 (25)。

20頁の 2(1)の末尾)。

12)被告国の主張に対する原告らの反論

ア 被告国が「共通要因故障が発生すること自体を防ぐための封策が求められてい

る」と主張するのであれば、重要安全施設に対して、その最も有効な対策である

「多様性」の確保を規制要求することが当然の理であること

しかし、上記第 1・ 2鬱)で述べたように、被告国がいう上記規制要求に応じて、

原発事業者が共通要因故障を生じさせる要因となる事象に対する対策を念入り

に講じていたとしても、設計、製造、据付、検査、保守・補修などにおける不測

の品質管理ミス、供用に伴う設備の老朽化などにより、系統、機器、構築物等の

故障を避けられないのが、膨大な数の構成部品、都材からなる原子力発電所の現

実である (甲 A303・ 3頁の(2D。

このような現実の中で、原発の重大事故を予防するためには、重要安全施設に

おける共通要因故障の発生を防止することが肝要であり、その最も有効な対策の

一つとして従来から広く認められているのが、上記第 1で述べた、「多重性」を
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備えた重要安全施設に対して、さらに「多様性」を確保することである (甲 A3

03・ 8頁の第4・ 2(1》。

従って、被告国が「共通要因故障が発生すること自体を防ぐための対策が求め

られている」と主張するのであれば、重要安全施設に紺して、その最も有効な対

策である「多様性」の確保を規制要求することが当然の理である。

もし、その規制要求をしないのであれば、「運転時の異常な過渡変化及び設計基

準事故の拡大防止」(規則第 13条)の要件を充たすか否かの解析及び評価にお

いて、従来からの「『単一故障の仮定』でよし」とするのではなく、「共通要因故

障の仮定」を求めるべきである (甲 A303・ 8頁の第4・ 2(lD。

イ 「単一故障の仮定」の問題点 (実際の運転中に起きている「運転時の異常な過

渡変化」の事象においてさえ、異常事態の拡大防止はできないこと)

ここでは、滝谷氏の指摘に基づいて、「単一故障の仮定」の問題J点について述べ

る。

規則 13条第一号の「運転時の異常な過渡変化時において次に掲げる要件を満

たすものであること。」という規定に関して、「設置許可基準規則の解釈」の第 1

3条の 1には、運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対する解析及び評価

を、「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」(平成 2年 8月 30

日原子力安全委員会決定。以下「安全評価審査指針」という。)に基づいて実施

することが定められている。

そして、この安全評価審査指針の「5.解析に当たつて考慮する範囲」の「5。

2 安全機能に対する仮定」には、「基本的安全機能別に、解析の結果を最も厳

しくする機器の単一故障を仮定した解析を行わなければならない。」という定め

がある。

このような「単一故障の仮定」では不十分であるが故に、「共通要因故障の仮定」

をした場合には、どのような評価結果になるのか、滝谷氏が指摘されている一例

を以下に挙げる (甲 A303・ 9頁の(1)の部分)。
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外部電源喪失 (「運転時の異常な過渡変化」事象の一つ)が生じた場合、非常用

電源設備は、共通要因故障の仮定により、「その 2系統がともに故障した」とい

うことになり、非常用電源設備の機能にはもはや期待できず、直ちに全交流動力

電源喪失に至る。

そこで、事態は、福島第一原発で現実に生じたように、崩壊熱除去機能が失わ

れて、炉心溶融へと拡大する。

このように、実際の運転中に起きている「運転時の異常な過渡変化」の事象に

おいてさえ、異常事態の拡大防止はできないことになる。

このことから分かることは、滝谷氏が指摘されているように、原発の安全確イ呆

上、共通要因故障の発生防止がいかに重要であるか、ということであり、従って

また、その発生防止の上で最も有効な対策と認められている「重要安全施設にお

ける多様Jl生の確保」を、規制要件として設けるべきである (甲 A303・ 9頁の

(1)の部分)。

2 被告国準備書面 (25)・ 20～ 23頁の2似)について

(1)被告国の主張の内容

被告国は、被告国準備書面 (25)・ 19頁の第 4・ 1で述べている、「重大事故

等封処施設が基準地震動を超える地震動や基準津波を超える津波に襲われた場合に

は、同施設の必要な機能が損なわれ、対応できないおそれがあるとした上で、重大

事故等姑処施設について、想定を超える外部事象等に対しても必要な機能が損なわ

れないことを要求すべきである」ということを「原告らの前記 l②の主張」とし、

それに対する反論として、「基準地震動の策定に当たっては、原子炉施設の敷地及び

~敷
地周辺の調査を徹底的に行い、最新の科学的技術的知見を踏まえ、各種不確実さ

も考慮した上で、複数の手法を用いて評価した地震動を多角的に検討」して策定す

るものであり、その「策定に当たつては、①各種地質調査を行い断層の位置、長さ

等を決定し、②応答スペクトルに基づく地震動評価、③断層モデルを用いた手法に

よる地震動評価の双方を行つて『敷地ごとに震源を特定して策定する地震動』を策
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定するとともに、別途、④『震源を特定せず策定する地震動』も策定する。そして、

これらの過程一つ一つにおいて、それぞれ不確かさを考慮したパラメータ設定をす

るなどして、保守的評価を行うことが求められているため、策定される基準地震動

は必然的に保守的なものとなる」と主張している(被告国準備書面(25)・ 21頁 )。

121「策定される基準地震動は必然的に保守的なものとなる」という被告国の主張の

誤り

しかし、被告国が、基準地震動の策定は、「最新の科学的技術的知見を踏まえ、各

種不確実さも考慮した上で」、保守的評価を行うことが求められているため、「策定

される基準地震動は必然的に保守的なものとなる」と主張している部分は誤りであ

る。

以下、この点に関して、滝谷氏が指摘される反証事例を2件挙げる。

ア 「必然的に保守的なもの」であるならば、基準地震動に関する規則、その解釈、

審査ガイドなどの見直しや改定は不要であること (反証事例の 1)

第一に、新規制基準 (2013年 7月 制定)で規定された基準地震動の策定の

うちの「震源を特定せず策定する地震動」に関して、原子力規制委員会が200

0年以降に起きた全国にわたる89地震の統計解析をもとに検討した結果、それ

が必ずしも保守的なものでないことが判明し、2021年 4月 21日 に設置許可

基準規則の解釈等の改正を行つたことである。

この改正を受けて見直された川内原発の基準地震動については、既存の基準地

震動を超える新たな基準地震動Ss-3が追加されたが、仮に、被告国が主張す

るように、「策定される基準地震動は必然的に保守的なもの」であるならば、基

準地震動に関する規則、その解釈、審査ガイドなどの見直しや、その改定は、そ

もそも、不要のはずである (甲 A303・ 9～ 10頁の12)①の部分)。

イ 「策定される基準地震動は必然的に保守的なものとなる」との被告国の主張が、

司法の場において否定された事例 (甲 A285)が あること (反証事例の2)

(ア)第二は、2020年 12月 4日 に、大飯原発に関する発電所運転停止命令義
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務付け請求事件において、大阪地方裁判所が、本件の基準地震動は、断層モデ

ルを用いた手法において、入倉三宅式 (断層の面積と地震モーメントの関係式)

のばらつきを十分考慮していないとして、大飯原発 3号磯、4号機の設置変更

許可を取り消す判決を言い渡したことである。

その理由は、判決文 (甲 A285)に 詳しく記されていることから、ここで

は、その要点を以下に記す。

被告国が定めた「地震動審査ガイド」(後記(イ)で述べる改正前のもの)には、

基準地震動を定めるにあたって、経験式から導かれる数値は「平均値としての

地震規模を与えるものであることから、経験式が有するばらつきも考慮されて

いる必要がある」と規定していた (以下、これを「ばらつき条項」という。甲

A305。 9頁の「3.2.3震源特性パラメータの設定」の右側「改正前」の12)

の部分)。

しかし、これまで、すべての原発について、この「ばらつき」は考慮されて

おらず、したがって、基準地震動は過小評価されて設定されていた。

これは、「策定される基準地震動は必然的に保守的なものとなる」との被告国

の主張が、司法の場において否定された事例である (甲 A303・ 10頁の②

の部分)。

(イ)しかしその後、被告国は、設置変更許可申請審査において、原発事業者によ

つて過小評価された基準地震動の設定を容認した自らの過誤を認めて反省する

ことなく、2022年 6月 8日 の地震動審査ガイドの一部改正の中で、上記大

阪地裁が取り上げた「ばらつき条項」を全面的に削除してしまった (甲 A30

5・ 9頁の「3.2.3震源特!l生パラメータの設定」の削除 (左側の改正後))。

その際に、被告国は、「今回の改正は、審査実績等を踏まえた表現の改善等を

行うものであり、規制要求や審査の緩和を行うものではありません。」(甲 A3

06・ 1頁のNO.1の意見に関する右側「考え方」の最初の一文)との考え方を

表明している。
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しかし、基準地震動を科学的に厳正に策定する上で考慮しなければならない

「ばらつき条項」の削除は、「地震動審査ガイ ド」の規定を原発事業者が無視し

たことにより、基準地震動が過小評価されていたとする上記(ア)の司法判断 (甲

A285)を 蔑ろにするものであり、被告国による責任逃れの不当な改正と言

わざるをえない (甲 A303・ 10頁の 2(2))。

ウ 著名な地震学者も「策定される基準地震動は必然的に保守的なものとなる」こ

とを否定していること

上記(イ)で述べた 2件の事例から、被告国の「策定される基準地震動は必然的に

保守的なものとなる。」との主張が正しくないことは明白であるが、更に付け力日

えると、著名な地震学者達からも、「策定される基準地震動は必然的に保守的な

ものとなる」ことを否定する指摘がなされている。

一例を挙げると、福島第一原発事故が発生する以前から、大地震によつて通常

震災と原発災害が複合する「原発震災」について世に警鐘を鳴らしてきた石橋克

彦神戸大学名誉教授 (地震学)は、「『敷地ごとに震源を特定して策定する地震動』

も本質的に不可知であることを考えれば、日本全国の原発において基準地震動の

最大加速度は少なくとも既往最大の 1700Galにすべきである。」と論じている (甲

A307・ 875買 )。

新規制基準のもとに、原子力規制委員会が承認 した川内原発の最大加速度

620Galは石橋名誉教授の提唱値のおよそ V3にとどまり、このことからも、被告

国が主張する「必然的に保守的なものとなる」は当を得ていない (甲 A303・

11買 )。
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第4 被告国準備書面 (25)・ 23頁以下の「第5 有効性評価 (設置許可基準規則 3

7条以下)に関する反論」について

1 東京電力のアクシデントマネジメント検討報告書 (甲A235)に ついて

は)被告国の主張

被告国は、被告国準備書面 (25)の第 5・ 1において、大要、次のように主張

している。

東京電力が行った内都事象による炉心損傷頻度の試算に対して、原告らが、福島

第一事故という外部事象に起因した事故の発生と国内全ての軽水型原子炉の運転開

始から同事故の発生までの期間の累積から原告らが独自に算出した炉心損傷頻度を

比較して確率論的手法による炉心損傷頻度が過小であると批判したことから、被告

国は、先の被告国準備書面 (17)・ 31頁の第 5の l12)において、そのような比較

は異なる事象による炉心損傷頻度を比較するものであって適切ではないということ

を指摘したものであり、IAEAの基本安全原則が示す日標が内部事象に限定される

との解釈を示したものではないから、原告らの前記主張は、被告国の被告国準備書

面 (17)1こおける上記主張を正解しないもので、理由がない ((被告国準備書面 (2

5)・ 24～ 25頁の(2)の部分)。

似)被告国の主張に封する反論

ア 原告ら準備書面82は、東京電力が、内部事象だけにもとづく炉心損傷頻度を、

内部事象と外部事象の両方を考慮する IAEA安全目標と比較して、「十分に満足

していることが示された」と評価したことは不当であると主張したこと

被告国の上記主張は、原告らの主張の論J点から外れたものであり、当を得てい

ない。

なぜならば、原告ら準備書面82・ 44買以下における主張の要点は、福島第

一原発 1号炉についての東京電力のアクシデントマネジメント報告書 (甲A23

5)に、「本原子力施設の炉心損傷頻度は 10‐5/炉年より小さく、IAEAの基本安

全原則が示す目標 (既設炉に対して 10・4/炉年以下、新設炉に姑して 10‐5/炉年
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以下)を十分に満足していることが示された。」と明記されていることを問題に

しているからである。

即ち、原告らは、東京電力が、内部事象だけにもとづく炉心損傷頻度を、内部

事象と外部事象の両方を考慮する IAEA安全 目標と比較して、「十分に満足して

いることが示された」と評価 したことは不当であると主張した。

何故ならば、外部事象を考慮せず、内部事象のみによる炉心損傷頻度の算出値

を、内部事象と外部事象の両方の考慮を求めている IAEA安全目標と比較し、そ

の安全目標を「十分に満足 していることが示された」と評価したことは、明白な

評価ルール違反だからである。

この評価ルール違反に力日えて、激壱な自然災害が度々発生している日本列島で

は、外部事象 (地震、津波、火山、その他の自然現象)に起因する炉心損傷頻度

の値は、内部事象にもとづく炉心損傷頻度と同等、あるいはそれを上回ることも

十分にありうるのであって、確率論手法により外部事象を考慮しないで算出され

た炉心損傷頻度は、過小評価になつているおそれがある。

そこで、原告らは、このような評価ルール違反を行った東京電力のみならず、

その報告を安易に容認 した被告国にも重大な過誤があることを指摘 したもので

ある (原告ら準備書面 82・ 47頁 )。

しかるに、原告らのこの指摘に対して、被告国は、何ら反論を述べていないこ

とから、東京電力と自らの過誤を認めたものと解さざるをえない (以上、甲A3

03・ 12～ 13頁の第 5・ l121のア)。

イ IAEAの安全目標は「既設炉に対して 10‐4′炉年以下」であるが、これは内部事

象と外部事象の両方を考慮することが前提になっており、これを内部事象のみを

考慮した数値で比較することは評価ルール違反であること (被告主張の誤 り)

次に、東京電力のアクシデントマネジメン ト報告書 (甲 A235号 証)を精査

すると、そこには内部事象にもとづく炉心損傷頻度の数値自体は記されていない。

その理由は不祥であるが、後記 3で示す参考表 1(原子炉安全・保安院による
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内部事象についてのとりまとめ。 ttA 3 0 8)によれば、福島第一原発 1号機に

ついてのアクシデントマネジメント前と後の炉心損傷頻度は、それぞれ、7.9×

lo‐7/炉年と 3。 1× 10‐ 7/炉年、と記されている。

他方、lAEAの安全目標は、前記アでみた通り、「既設炉に封して 104/炉年以

下」であるが、これは内部事象と外部事象の両方力考慮す ることカミ前拝になって

おり、これを内部事象のみを考慮した参考表 1にある数値で比較することは、ま

さに評価ルール違反である。

また、内部事象に関する参考表1に相当する外部事象に関する炉心損傷頻度評

価の一覧表は、いまだ公表されたものはない。

この背景については、滝谷氏は、地震、津波を含めて、不確実さの大きい様々

な自然現象にもとづく炉心損傷頻度の確率論的評価については、評価モデル、入

カデータを含めて、信頼性のある評価手法がいまだ確立していないことがあると

推認されている (以上、甲A303・ 13頁のイ)。

ウ 被告国の「IAEAの基本安全原則が示す目標が内部事象に限定されるとの解釈

を示したものではない。」という主張について

最後に、被告国の反論にある「IAEAの基本安全原則が示す目標が内部事象に

限定されるとの解釈を示したものではない。」 (被告国準備書面 (25)・ 25頁 )

という部分は、原告らが、準備書面82において、「IAEAの基本安全原則が示す

目標は内部事象と外部事象の両方を考慮するものである」と指摘した事柄に相応

するものであり、このことをもつて、「原告らの主張は被告国の主張を正解しな

いもので、理由がない。」とすることは論′点をすり替えたものであり、当を得て

いない反論である (甲 A303・ 13頁のウ)。

2 福島第一原発事故が示したとする炉心損傷頻度 (40年に一度程度)を再現し得な

い確率論的手法の不適切さについて

(1)被告国の主張

次に、被告国は、被告国準備書面 (25)の第 5・ 2において、「福島第一事故が
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示したとする炉心損傷頻度 (40年 に 1回程度)を再現し得ない確率論的手法は不

適切であるとの原告らの主張は、確率論的リスク評価を正解しないもので、理由が

ないこと」について、綾々主張している。

そこで、以下、個別に反論する。

121 被告国の主張に対する反論

ア 被告国準備書面 (25)・ 26頁の部分について

まず、原告らの「炉心損傷頻度と格納容器損傷頻度の評価値に関して、実際の

原発事故データに基づく検証と、それによる妥当性確認とが全くなされていない

こと」という主張が、内部事象及び外部事象の両方についてであることは、原告

らが、「IAEA安 全目標はその両方を考慮した値であること」を論じてきた経

緯からも自明のことである。

これに対して、被告国が、「内部事象 PRAを 指すとした場合、外部事象である

津波に起因する事故である福島第一事故の発生事象をもつて内部事象 PRAの

合理Jl生の評価することになるところ、かかる評価の仕方は、内部事象 PRAの合

理性の評価に当たり、姑象外の事象を考慮するものであり、誤 りと言 うほかな

い。」 (被告国準備書面 (25)・ 26買の121)と いう反論をしているのは、原告

らが問題としていないことを取り上げた、争点はずしの反論である。

また、「津波 PRAを 指すとした場合、当該事象が40年ごとに 1回程度炉心損

傷が生じるという算出結果にならないからといって、津波PRAが 不合理という

ことにはならない。」との被告国の反論は、津波PRAの評価結果が示されていな

い上に、その結果が 「不合理ということにならない」と主張する根拠が何ら示さ

れておらず、理が通らない (以上、甲A303・ 14頁の 2(2)ア )。

イ 原告ら準備書面 82で示した「福島第一原発を含めて国内全ての軽水冷却型原

発の運転開始から福島第一原発事故が発生するまでの経過年数の累積は約 14

25年であるところ、この間の炉心損傷事故の発生回数は 3回であるから (福島

第一原発の 1号炉から3号炉)、 その発生頻度の現実の値は475年 に 1回 とな
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る」という主張は理に適ったものであること

次に、原告らが提示した国内全原発を対象として評価した炉心損傷頻度の値は、

国内原発全体に関する実績値である。

その値である「475年に1回」は、国内全原発の炉心損傷回数を累積運転時

間で除すことにより求まる。

これは、簡単にできる計算ではあっても、炉心損傷事故を起こした原発と起こ

さなかつた原発の全ての原発の運転累積時間と炉心損傷回数にもとづく評価で

あり、これは、原発全体に関する炉心損傷頻度の実績値を求めるにあたっての統

計学の基本に従ったものとして、理に適ったものである。

様々な仮定と入カデータを用いた確率論的評価手法の実機適用性 (現実に運用

されている原発に適用できる信頼Jl生があるか否か)を検証する上で、炉心損傷頻

度の計算値を炉心損傷頻度の実績値と比較検証する必要があり、国内の原発総体

としての炉心損傷頻度の実績値は、その検証における指標値となるものである。

もし、被告国が、国内の原発総体としての炉心損傷頻度の実績値を、異常に示

した方法とは別のやり方で求めることができると反論するのであれば、その提示

を求めたい (以上、甲A303・ 14～ 15頁の2121イ )。

ウ 被告国の「各原子炉ごとに設備 。構造が異なるほか、置かれている環境も異な

ることから、確率論的評価は、各原子炉ごとに計算されるべきであり、構造・設

備・周囲の環境等が異なる国内全ての原子炉を全体としてまとめて算出すること

は妥当ではない。」という主張の誤りについて

(ア)被告国及び原発事業者は、原発に対し、確率論的評価の適用の妥当性を何ら

示すことができていないこと

上記イの原告らの手法に対して、被告国は、「各原子炉ごとに設備。構造が異

なるほか、置かれている環境も異なることから、確率論的評価は、各原子炉ご

とに計算されるべきであり、構造 。設備・周囲の環境等が異なる国内全ての原

子炉を全体としてまとめて算出することは妥当ではない。」(被告国準備書面(2
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5)・ 27頁)と いう反論は、原子力発電という共通機能を持つ集合体の特J性を

総括的に捉えようとする原告らの意図及び統計学の基本を全く理解しないもの

である。

まず、被告国の反論の冒頭にある「各原子炉ごとに設備・構造が異なるほか、

置かれている環境も異なることから、確率論的評価は各原子炉ごとに計算され

るべき」ことは、当然のことである。

しかしながら、更にそれに続けて、計算された各原子炉の炉心損傷頻度を合

算することによつて、原発全体としての炉心損傷頻度が求まるのであって、そ

の値を、上記イで述べた原発全体としての炉心損傷頻度の実績値と比較するこ

とにより、確率論的評価が妥当か否かの検証ができるのである (甲 A303・

15頁の夕)。

ところが、このような比較検証は、被告国及び事業者によつて未だになされ

ておらず、このことは、被告国及び原発事業者が、原発に対して、確率論的評

価の適用の妥当性を何ら示すことができていないことを意味する。

(イ)被告国の「構造 D設備 。周囲の環境等が異なる国内全ての原子炉を全体とし

てまとめて算出することは妥当ではない」という主張は、統計学の基本を踏ま

えないものであり、不当であること

被告国の上記lア)の部分に続く「構造 。設備・周囲の環境等が異なる国内全て

の原子炉を全体としてまとめて算出することは妥当ではない。」という主張は、

統計学の基本を踏まえていないものであり、不当である。

滝谷氏は、それが不当な理由を、他の産業分野 (民間航空機)での事例をも

とにして、次のように説明されている (甲 A303・ 15頁のウ)。

民間航空機については、その事故頻度の実績が、世界全体としてまとめて評

価されているが、そこでは、「構造 。設備・周囲の環境等が異なる」民間航空機

を地域別にグループ分けし、各運航実績データを集め、それをもとに世界全体

としてまとめて算出されている。
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その具体例として、国際民間航空機関ICAOは、2020年の世界の全運航

実績における出発回数と事故件数にもとづいて、出発百万回あたりの事故頻度

は、2.14であると幸限告している2(甲 A311)。

このように、構造。設備・周囲の環境等が異なる共通機能の集合体 (原子炉、

民間航空機など)を全体としてまとめて算出することは、統計学の基本を踏ま

えたものである。

従って、国内の原発全体としての炉心損傷頻度の実績値を評価する上で、炉

心損傷を生じた福島第一原発と、それを生じていない他の原発すべての運転実

績を対象とすることは当然のことであり、そうしなければ、国内の原発全体と

しての炉心損傷頻度の実績値を求めることはできない。

被告国の「各原子炉を一緒くたに扱って、福島第一事故を国内の原子炉全体

に当てはめて、炉心損傷頻度を算定することには何ら合理Jl生がないのである。」

との反論は、統計学上の正しい認識を欠いている (甲 A303・ 15頁のウ)。

工 原告らの求釈明に被告国は答えるべきであること

ところで、原告らは、原告ら準備書面82・ 50頁の「14)被告国への求釈明」

において、津波などによる外部事象によつて引き起こされる炉心損傷頻度の内容

を明らかにするよう求めたが、被告国準備書面 (25)には、これへの言及が全

くない。

そこで、原告らは、被告国に対し、再度、起因事象として内部事象を考慮して

試算された「10万年に1回以下」という炉心損傷頻度とは区別される、津波な

どによる外部事象によつて引き起こされる炉心損傷頻度の内容を明らかにする

よう求める。

2 1cAO Safety Report 2021 Edihn(国際民間航空機関の安全報告書 2021版)14貢
なお、ICAO(International C市ユAviation Organization)は 国連の専門組織である。
https7/wwⅥん詭ao.int/safetv/DocuIュllents/1CA00/020SafetvO/020RepoFt°/o2020210/020Edijon,pdf
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3 国内の軽水型原発の全基についての確率論的評価手法にもとづく炉心損傷頻度と

格納容器破損頻度の評価結果の事例

(1)滝谷氏が、国内の軽水型原発の全基についての確率論的評価手法にもとづく炉心

損傷頻度と格納容器破損頻度の評価結果の事例を、意見書 (甲 A303・ 16頁以

下)に示されたので、下記に引用する。

次頁以下の参考表 1(BWR)と 参考表 2(PWR)は 、各原発事業者が、 200

4年 3月 に原子力安全・保安院に提出した評価結果を、同院がとりまとめたもの (甲

A308)で あるが、その留意ザくとして、評価対象は内部事象のみであり、重要性

の セ の 1こより い である。

2つの表中のAMは 「アクシデントマネジメント」の略語であり、AⅣI前とAM

後はアクシデントマネジメントを整備する前と後の値を意味している。損傷頻度 (単

位 :1/炉年)の数値表示については、例えば、8.5E‐07は、8.5× 10‐7を意味する。

鬱)この2つの参考表で着目すべきことは、2011年 3月 に炉心損傷と格納容器破

損を生じた福島第一原発の 1号炉、 2号炉、 3号炉の炉心損傷頻度が、以下に記す

とおり、畑 I前、AⅣI後 ともに、国内 発についての最小値と最大値の範囲内に

あり、他の原発の値から著しくかけ高これた 専ゝのではないことである。

① AⅣI前の炉心損傷頻度 (単位 :1/炉年)の具体的数値は以下のとおりである。

・福島第-1号炉、2号炉、3号炉 :7.9× 10‐ 7、 4.9× 10‐ 7、 3.3× 10‐7

・その他のBWR及びPWRのプラント :

最′lヽイ植: 2.8× 10‐8(本白崎メU羽 6、  7号炉)

最大値 1.4× 10‐6(伊方 2号炉)

このように、福島第一原発の1～ 3号炉の値は、その他のプラントの最小値～

最大値の範囲内にある。

② 畑 【後の炉心損傷頻度 (単位 :1/炉年)

・福島第-1号炉、2号炉、3号炉 i3.1× 10‐ 7、 1.6× 10‐ 7、 1.3× 10‐7

・その他のBWR及びPWRのプラント :
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最′lヽ値  2.8× 109(女)|12号炉)

最大値 8.0× 10‐7(伊方 2号炉)

このように、福島第一原発の 1～ 3号炉の値は、その他のプラントの最小値～最

大値の範囲内にある。

参考表 l BWR型 原子炉施設の炉心損傷頻度と格納容器破損頻度の事例

プラント名
炉心損録嬢茂 1/炉年) 格鱒馨鶴敏根嬢腹 げ炉年)

t機考
A漑前 A脳後 Al律由げ AM麹推

8W陀2 | 伊 8.5属一07 9.9F-08 8,BE-08 31 SE呻 00

aWR3 稔騒島j }炉 ,.9E-97 3t iE-97 2.密[▼07 1.OE-6息 BttR2i 3代 幾炉

3料 R4

卓置』
・
4し 9岳
‐07 ‖16E-07 2,2E"0' 常.2E-08 酬R4代森炉

女,III号輝 8.SE-07 2.IE-08 3.4E-07 3`iE―OO

牟騒g b 患.3E-97 1,3[-97 110雹…0了 ‖13Eい08

4厨どと第-1号炉 3.8E‐ 07 115E,07 i,9と―07 115E-0患

2,4E… 97 5.5E-0患 0,む色…08 615E-09

lil 子有 4,3[-07 7.9仁-08 1,6E-07 8,4E-09

浜闘2号炉 3,SE-07 5,7E-0感 1,3[―07 8,lE…09

嵐 手 戸 4,2E… 07 1.9`E-07 2.OE…07 |,3経 "O患

BttR5

1属 J ,:=と | 母炉 2,3E-07 214E-08 1,lE-0' 8。 SE‐09 8埋R5代蔽炉

女,i12号炉 1.2E…07 2.8E-09 3,5E―08 3.2E-10

女劇8尋炉 1.襲 =0亨 8.,こ…00 4,TE-98 4.5E-10

1語ロ:移 1,5E‐07 9.lE-09 7.3:=や08 3,0極…09

1轟 J 1.8E… 07 1,7層―(la 7.2E一08 3,OEtt03

1岳題 1・ 7岳-97 li SE-08 7.5E-88 218E-09

福島第二4尋炉 1,VEtta7 1 6色-88 6.9E-08 8.f懸幻0

荘 号炉 2,2E‐ 97 113こ-08 1.1[-07 2,9E-99

抽期 II ギ.lE‐ 07 3.3E-09 3.4E-08 7.OE…19

補葡 ↓,lE-97 417E… 99 3.1こや0忠 8.9[-19

柏手務刈競4母炉 埠̀ lE-07 4,7E‐ 99 3,8ヒー08 8,9E… 10

i,2E"07 4,aE-09 3.9E-08 8.OE-10

諄

“

~
8,lE‐ 08 4,3E‐99 4.lE-08 21聴E-09

7,IE-03 3,3E-09 3,4E….08 119憲 W99

憲att号 輌 O.2避-08 410E-09 8.8E… 98 t.1透～09

i14E-97 918E…99 4.6ヒー9惑 G16こ-10

菓海簿二 2.OEコ 07 2.OEい99 9,SE 98 5,奪E-09

ABttR
抽崎XuttG・霧炉 2,8E"03. 117二-98 1.5E-98 i,2E-99 A麟‖R織護煉

袖崎ユll羽 7号癖 2,8E-03 こ̀7E-03 1`5E-08 1.2}09

(出処 :甲A308・ 6頁 )

○本表を読むに際しての注記 :

。数値の表記 : 例えば、8.5E‐ 08は、8.5× 10‐8を意味する。

・網掛け欄  : BWRプ ラントの基本仕様の呼称別にグループ分けし、各グルー

プで確率論的評価を先行的に実施 した代表プラントを示している。
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参考表 2 PWR型 原子炉施設の炉心損傷頻度と格納容器破損頻度の事例

炉l色ヽ緩鶴l挿康 (/1静
~年
) 格紳暮器破横療魔(メ炉年〕

機叢炉

Attn前 A鶴輸1多_

伊方を持炉 おHE-88 CЮ亀-0'

a郷廷-0,

S.2E瀬 07

2“TE-07

7.8E瀬 OB

鳩 1号炉

泊 2号炉

B,4E―〔17

84Eれ 137

315霊-OB

3_5騒-97 2.7E― E〕 V 3.う臣-OB

3,2E-98装巖 1母孵 7.4督 -1'7 う,B色―むイ 2,aE=07

2・3E-OV,色熟えをf争蜘藤

1井方喉号炉

重,lE‐ B6

1.2E"OB

5_7E“ 97 413尋―ゆg

5.2E―り7 41患麟-0,

4,OE… 97

714E… 69

嗜.lE-0イ玄海 ,号炉 l.2E― Oe

1_2E‐ 06

SIむ E…07

玄海 2号炉 4_BC-07 1.7E-0, 争,se― o9

2_SE呻 0患荏瀑患母炉 了.懇E-97 2,B蓬対 7 1,2E-07 織幾炉

荏振毒母炉 ,,BE-0'

1.2E… 98

2_8正―H〕 7

4igE-87

1.2E‐07 2,5E一〔,8 織委炉

羹凝 3号炉 1.愚瞑-0, O aE-OB

9,8E-08高藻専聯 9,こ E-97 3.4犠―Or

3_4['C7

1,5E-07

高農 2号拶

l力方 3号炉

O,6E… 07

29E‐ 07

115E-07 ,,8亀―lJ3

督5E一〇

'

4,8疇 -llみ

豊.8と‐0患

密2E― l〕患

31猛‐0惑
,ユ I内 種暑炉 感,IЁ-97

憲iE‐ 07

1,lE‐98

3,2畳―07

8.2EF〔 lT

318長 -0,

サξl向 と骨β

大喜風1号炉

918E― C患 3.1壊-0尋

鵡HO電―ё7

1歴一〈〕7

代激炉4′ l′―ず vィ五

霊ンデンサ筆

9菫奪隠―尋7

8ェ呵E…ёF太頗 2号炉 1lfE-08

2,7E… 07

8,3Eい07

略̀,EW07

代表炉

導ループ

ドライ製

オ自盈3号炉

本版4号炉

碑虚E-3B 1滑電対む

督誕 “Cia

3.資こ-9導

lt森炉

代森炉217E-07 1,7E-0, 4.2E-38

B.2猛―07戦賀 2暑炉 愚.4重-07

2,4こ “07

と,lE-07

玄海碧号輝

玄海 4号炉

112E-97 5.3丘 -0患 1,4E―彗む

韓.4ヒー{lむ214E―く17

AM盛 Attl機

1.2E―OV S,コと一llB

(出処 :甲 A308・ 10頁 )

○本表を読むに際しての注記 :

・数値の表記 : 例えば、1.4E‐06は、1.4× 10‐6を意味する。

・網掛け欄 : PWRプ ラントの基本仕様の呼称別にグループ分けし、各グループ

で確率論的評価を先行的に実施した代表プラントを示している。
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第5 被告国準備書面 (25)・ 30頁以下の「第6 大規模損壊対策 (放射性物質の拡

散抑制に係る対策)に関する反論」について

1 放水砲等の放水設備について

位)被告国の主張

被告国は、被告国準備書面 (25)・ 32～ 33頁において、放水砲等の放水設備

は、放射性物質の拡散を抑制する効果を有している。また、微粒子状の放射性物質

についても、水滴との付着作用等により、放射性物質が除去される湿性沈着があり、

雨量と比べて多量の水量が確保できる放水砲等の放水設備により、拡散が抑制され

るのであって、一定の効果が期待できるものである。

似)「一定の効果」の内容とそれを裏付ける客観的証拠を示すことができないで、単

に「一定の効果が期待できる」という被告国の主張は根拠なき主張にすぎないこと

しかしながら、原告らは、準備書面82・ 61頁以下において、「被告国の反論は

具体的根拠を一切提示しないまま、ただ単に『一定の効果が期待できる』という空

疎で抽象的な主張だけであり、反論たり得ていないこと」と主張していたが、被告

国準備書面 (25)においても、被告国は、「一定の効果」について、実証試験等に

基づいて、その「一定の効果」を具体的、定量的に示すことができていない。

即ち、「一定の効果」の内容とそれを裏付ける客観的証拠を示すことができないで、

ただ単に「一定の効果が期待できるものである」という被告国の主張は、言葉だけ

の、根拠なき主張と言わざるをえない (甲 A303・ 19買の第 6・ 2(1》。

2 シルトフェンスの効果について

は)被告国の主張

被告国は、被告国準備書面 (25)・ 33頁において、「シルトフェンスに一定の

効果があることについては、福島第一事故においても実証されている」と主張して、

その証拠として、乙口183を挙げている。

似)東京電力の乙口183は、「シルトフェンスに一定の効果があることが実証され

ている」ことの証拠にはなっておらず、逆に「シルトフェンスには、放射性物質で
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あるセシウムの拡散を抑制する有意な効果はない」ことの証拠になっていること

そこで、被告国が証拠として挙げている乙口183をみると、それには、福島第

一原発事故が発生した後にシル トフェンスを設置した、さらにその後の港湾内外の

海水の放射J陛物質濃度の測定結果の一例 (測定日は平成 18年 8月 20日 と22日 )

が掲載されている。

そこで、乙口183に記載されている放射J性物質の濃度分布測定結果の図にもと

づいて、滝谷氏が、シル トフェンスを設置する前と後の濃度の変化に着目した測定

箇所 (赤線囲み)を示した図 2(甲 A303・ 22頁)を、次買に掲載する。

また、滝谷氏が、図 2において、シル トフェンス内外のフェンスに最も近い測定

箇所 (3カ所)のセシウム Cs‐ 137と トリチウム H‐ 3の両濃度に着目して整理 した

結果を、表 1と して示す (甲 A303・ 19～ 20頁 )。

表 1 シル トフェンス内外の放射性物質濃度測定事例

測定箇所 放射性物質の濃度  (Bq/L)

セシウム Cs‐ 137 トリチウム T‐ 3

シルトフェンス内側

①東波除堤北側 2.8 11

シルトフェンス外側

②物揚場前

◎港湾内西側

1.4  <0.5>

0.62 <0。 22>

.3   <0,39>

2.5   <0.23>

注 :< >は、シルトフェンス外側②、③と内側①の濃度比を示す。その値が 1よ り小さ

くなればなるほど、外側の濃度の下がり方が大きいことを意味する。

表 1か ら分かることは、セシウムとトリチウムともに、シル トフェンスの外側で

は、その内側よりも濃度が明らかに低下していることである。

シル トフェンスの効果について、被告国による具体的な説明は何もなされていな
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いが、この濃度低下を、シル トフェンスの効果であるとするならば、それは明らか

に誤 りである。

何故ならば、シル トフェンスの内側は、東波除堤と護岸部で囲まれた狭い取水口

の領域であり (22頁の図 2の赤線囲み部分)、 その外側は港湾内の広い領域である

ことから、シル トフェンスを内側から外側へ通過 した放射能汚染水は、港湾内の海

水により希釈されて放射性物質濃度が低下していると理解すべきである。

1弩鶴報承 疇追跡

I

港湾内葉側

藩湾中愛

湾湾内

波除堤

江

ンJレトフェンス

謡岸壁

づ毯≧

ユ、 ， 株

図 2  港湾内外の海水中の放射性物質濃度の測定事例

(付記 :乙口183の 118頁の図をもとにして、滝谷氏が意見書に関係する箇所を

抜粋 し、着目した放射Jl生物質濃度測定箇所の赤線囲みと、設備、領域などの名称を赤

字で記入 したもの)

13/BF22 儀…13ア
く0.381

く17
Hいヨ

2.5

1

て

嗣脚鴨絆狸憂 18rBr2ユ

儀Ⅲ13, 1.≧

豊郎 (■ 5

H‐ 3 2

之.5

く17

耐,3 3.5

取水国内

冒暦雪嵐甍鋼
18r尋′ZZ瀾膵漑襄職日

盛…137 2.8_螂 器瞑団 18デ 8デ22
(16笛 ,13y と,4

朧呻3 11

際-3

<16
当曝4,B
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シル トフェンスは、本来、汚濁水のシル ト (砂よりは細かいが、粘土よりは荒い

沈積土)の拡散を防止することを目的にした化学繊維の水中カーテンであり、水

(H20)及びその水素の一つが トリチウムに置き換わった トリチウム水 (HTO)の

通過を抑制することは原理的にできない。

測定された トリチウムは、主にトリチウム水として存在しているので、シル トフ

ェンスを通過した後の トリチウムの濃度低下は、シル トフェンスによるものではな

く、港湾内の海水による希釈効果によるものである (甲 A303・ 20頁 )。

このことを、表 1の数値で具体的に説明すると、シル トフェンスの外側と内側で

の濃度比 (表中の<>内 の値)に注目すると、セシウムは、物揚場前で 0.5、 港湾

内西側で 0.22であり、 トリチウムは、物揚場前で 0.39、 港湾内西側で 0.23と なっ

ている。

これらの値について、被告国が主張するように、「シル トフェンスはセシウム拡散

抑制に一定の効果がある」のであれば、その効果によつて、セシウムの濃度比は、

シル トフェンスでは拡散抑制しえない トリチウムの濃度比を下回らなければならな

い。

ところが、表 1の上記測定値は、そのようには、なっていない。

物揚場前では、0.5対 0.39と セシウムが上回つており3、 港湾内西側では、ほぼ同

じ程度 (0.22対 0.23)と なっている。

これらの濃度比の実績値から判明することは、セシウムについては、シル トフェ

ンスによる拡散抑制に「一定の効果がある」のではなく、むしろ、「有意な効果はな

い」ということである。

従って、この東京電力の資料である乙口183に よつて、「シル トフェンスに一定

の効果があることが実証されている」とする被告国の反論は、科学的に待った無効

であり、逆に、乙口183のデータは、「シァレトフェンスには、放射J性物質であるセ

3シル トフェンス外側と内側でのセシウムの濃度比がトリチウムの濃度比を上回ることは、原理的にあ
り得ない。この沢1定結果でセシウムの濃度比がトリチウムの濃度比を上回つていることは、濃度測

定に伴う不確かさによるものと理解すべきである。
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シウムの拡散を抑制する有意な効果はない」ことの証拠になっている (甲 A303・

20～ 21頁 )。

13)「原告らの主張は、放水砲やシル トフェンスでは全く効果的ではないなどと論難

するものであつて、理由がない」という被告国の主張について

最後に、被告国は、「原告らの主張は、放水砲やシル トフェンスでは全く効果的で

はないなどと論難するものであつて、理由がない。」(被告国準備書面 (25)・ 33

頁)と主張しているが、これは、原告らの主張を歪曲したものである。

即ち、原告らは、「全く効果的ではない」と論難しているのではなく、被告国の「放

水砲とシル トフェンスには放射性物質の拡散抑制に一定の効果がある」との主張に

紺して、上記121でみたように、科学的見地から大きな疑問があるので、被告国に対

して、それらの「一定の効果」の内容とその実証データを提示することを求めてい

るのである。

そして、原告らは、それなくして (何らの客観的証拠を示さないで)、 放水砲やシ

ル トフェンスの効果に期待してはならないし、ましてや、原発の大規模損壊時とい

う危険極まりない放射線被ばく環境下で、放水砲の操作やシル トフェンスの敷設と

いう危険な作業を、作業員に強いてはならないと主張するものである (甲 A303・

21頁の(3))。
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第 6 水蒸気爆発に関する反論 (被告国準備書面 (25)・ 27頁以下)について

1 被告国準備書面 (25)・ 28頁の12)アの主張について

(1)被告国の主張

被告国は、「東京電力福島第一発電所において水蒸気爆発が起きたという知見

は……国会事故調報告書を含め各種事故調報告書においても存在 しないほか、各種

事故調査報告書の今後解明すべき事象にも挙げられていない。」と主張している(被

告国準備書面 (25)・ 28頁の121ア )。

12)原告らの反論 (国会事故調 。166頁の図 2.1.4-3をみれば、原子炉圧力容器底部

の破損は単発又は複数回の水蒸気爆発の発生によつて生じたと考えるのが自然で

あること)

ア まず、国会事故調の報告書 (甲 Al)。 168頁によれば、原子炉内圧力の変動

を追いながら、平成 23年 (2011年 )3月 15日 の 12時頃の「原子炉圧力

の急上昇及び急降下は、短時間に非常に大量の水蒸気発生が原子炉内であった」

結果、「原子炉圧力容器底部にも比較的大きな新しい破損が発生したと推定され

る」という記述をしているが、この記述は、水蒸気爆発のような現象が起こった

ことを示唆していると理解するのが自然である。

イ しかし他方、「D/Wの圧力のピークは原子炉圧カスパイクの約半分の高さ」とい

う記述もあり、大量の水蒸気の発生が 「圧カスパイク」であるかのような記述も

あるが、圧カスパイクでは、系の圧力変動が、福島第一原発 2号機で記録された

ようにはならない。

次頁の図は、これまで繰 り返し引用してきた国会事故調の報告書 (甲 Al)・ 166

頁の図 2.1.4-3であるが、この図を見れば、同 2号機では、同年 3月 14日 20時

から3月 15日 1時までの間に、 3回の圧カパルスが記録されている (圧カパル

スとは、短時間の間の急峻な単発の圧力変動のことであり、爆発時などに発生す

る。)。
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図2.1.4-3 2号神ACIC停止後の原子炉減履、SR弁開、原子炉水位の低下

ところが、このような挙動は、次頁に掲載している「図 5‐ 1‐1 圧カスパイク

発生時の格納容器圧力のシミュレーション例」をみれば分かるように、圧カスパ

イク発生前後の圧力値の傾向とは著しく異なつている (圧カスパイクとは,FCI

(溶融炉心と冷却材との相互作用)において水蒸気爆発に至らない場合で,沸騰

による大量に発生する水蒸気による圧力上昇をいう。)。

即ち、圧カスパイクによる緩慢な圧力上昇では、次頁下段の図 5-1-1の ように、

圧力上昇につれて沸′魚が上昇して、沸騰現象が収まり、やがて圧力上昇が停止す

るであろうから、「圧カスパイク」によって圧力容器の破損を説明するのは無理

がある。

従って、原子炉圧力容器底部の破損は、単発あるいは複数回の水蒸気爆発の発

生によって生じたと考えるのが自然である (甲 A309・ 1～ 2買 )。
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図 5‐ 1‐1 圧カスパイク発生時の格納奈器圧力のシミュレーション例
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166頁 )の図 2.1.4-3の 3月 14日 の 20:00以降の 3個の圧カパルスは生じな

いであろうから、国会事故調報告書は、東京電力がいう「圧カスパイク」ではな

いと判断しているものと解される (甲 A309・ 2頁の 2)。

イ 燃料集合体の溶解は、制御棒から始まり、ジルカロイ被覆管、さらにウラン燃

料へと進み、2000～2200℃以上の温度で下方への移動が始まるが、この際、ジル

コニウムを多く含む液体部分が選択的に移動する
4。

圧力容器底部に水があれば、高温の溶融ジルコニウムがこの水と接触すること

になるが、海水注入は、3月 14日 は 19:54なので、水は存在したと推定される。

ジァレコニウムと水の水蒸気爆発については、高島氏の甲A288の 意見書の 2

～ 3買で示した実験のほかに、6.4～9.5kgの溶融試料による韓国原子力研究所が

行った TROI実験があるが、この実験の「TROI-4」 、「TROI-5」 、「TROI-15」 は、ジ

ルコニウム (Zr02)によるもので、外部 トリガーなしで自発的に水蒸気爆発を発

生している
5、 6。

なお、以下に、注 5と注 6の文献における表とその翻訳とを添付する。

4倉田正輝、炉心溶融、エネルギーレビュー、第 35巻、第 9号120151、 p.13.
なお、この文献の表紙と該当部分を、本書面の 70～71頁に別紙として添付する。

51.K.Park、  YJ.Chang、 YS,Shin、  C.H.Kim、  B.咀 Attin、  S.耶上Hong、  J.H,Song and H.

D.Kim、  Stea■l Explosお n ExperiHlents in the WTest for Real cO五um lnteractおn wtth water

lTROI)W Program、 乳ransactions、  SⅣIttT 16、 Paper#1925(2001)。

6J.H.song et al.、  Insights ttom the Recent Steam Exploson Experiments in TROI、  Journal of

NUCLEAR SCIENCE and TECNOLOGY、  Vol.40、 No.10(2003)、 p.784.
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<注 5の濡刊訳>

表2 トロイZr02実験の初期条件と結果
(SS=水蒸気スパイク,SE=水蒸気爆発)
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以上のデータから、高島氏が指摘されるように、条件が満たされていれば、ジルコ

ニウムが主成分の高温融体は、水蒸気爆発を起こすと考えられるのであって、水蒸気

爆発現象は自然科学の分野に属する現象であり、条件が満たされれば再現性があると

するのが自然である (以上、甲A309。 2～ 6頁 )。
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3 被告国準備書面 (25)・ 30頁の主張について

位)被告国の主張

被告国は、「原告らの指摘する原子炉圧力の増加は 1～ 3 MPa程度の上昇に過ぎ

ず……、原告らの指摘する原子炉圧力の上昇が、水蒸気爆発を起こすようなものと

は考え難い」と主張している(被告国準備書面 (25)・ 30頁の 5行日以下)。

似)原告らの反論 (0.65MPaの 4.6倍に相当する3 MPaも の圧カパルスは、制御棒貫

通部や計測用配管貫通部などの圧力容器底部の脆弱部分を破損するには十分な衝

撃圧力であると考えられること)

しかし、国会事故調報告書 (甲 Al・ 167頁)では、先に見た図 2.1,4-4の

3月 15日 の 12:00過ぎの「水蒸気大量発生」による 0,65MPaの圧力容器の圧力上

昇は、「圧カスパイク」としているようであるが、高島氏が指摘されているように、

この時、「原子炉圧力容器の底部にも比較的大きな新しい破損が発生したと推定され

る」 (国会事故調報告書・ 168頁 の e.の部分)と あり、それ以前にも古い破損部

があったことを示唆している。

即ち、0.65MPaの 4。 6倍に相当する3 MPaもの圧カパルスは、制御棒貫通部や計測

用配管貫通部などの圧力容器底部の脆弱部分を破損するには十分な衝撃圧力である

と考えられる (甲 A309・ 7頁の 3)。

しかも、高島氏のみならず、元 日本原子力研究開発機構の上級研究主席であった

田辺文也氏も、その著書で、3月 14日 の 23時 25分頃に、「圧力容器底部により

大きな穴が貫通した」と推定されている (甲 A310093～ 94頁 )。
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4 被告国準備書面 (25)・ 30頁の主張について

位)被告国の主張

被告国は、「東京電力福島第一発電所 2号炉において…・・水蒸気爆発が起こって

いたとする高島意見書の考え方及びこれに基づく原告らの主張は、各種事故調査報

告書に整合しない独自の主張」であると主張している(被告国準備書面 (25)・ 3

0買の第 2段落)。

12)原告らの反論 (福島第一原発 2号機で水蒸気爆発の発生があったことを示唆する

有力文献は幾つかあり、 3月 14日 の 20時 30分、22時 40分及び 3月 15日

1時ごろの計 3回の圧カパルスは水蒸気爆発によるものと考えるのが妥当であり、

それ以外の要因でこのような圧カパルスが発生するとは考え難いこと)

福島第一原発の 2号炉において、水蒸気爆発が起こっていたという主張は、高島

氏独自の主張ではない。

即ち、福島第一原発の 2号炉において、水蒸気爆発の発生があったことを示唆す

る有力な文献が、下記の通り、幾つかある (なお、甲A237・ 4頁の 3,3参照)。

ア 例えば、東北大学名誉教授で現人戸工業高等専門学校校長である円山重直氏7は、

2011年 3月 「14日 22時 50分頃にRPV(原 子炉圧力容器)内で小規模

な水蒸気爆発が発生し、RPVに等価直径 21 cm以上の破損部が発生したと推定され

る。」(p87)と 結論で述べている。

円山氏は、その緒言で「本報告の推定が正しいかどうかは、約 10～ 30年後

に原子炉を解体するときに明らかになるだろう」とも述べ、解析に自信を持って

いることを示している。

イ また、元日本原子力研究開発機構上級研究主席田辺文也も、先に示した著書 (甲

A310)の 93～ 94頁において、以下の通り記述している。

2011年 3月 14日 、福島第一原発 2号磯の「圧力容器の圧力が 20時 30

7円山重直、福島第一原子力発電所 2号機事故の熱流動現象推定、日本機械学会論文集 (B編)78巻 7
96手チ (2012)、 p.87.
文献のLTRLは、http剖角町wjstagejst.gojp/article/kikaお /78/796/782127/pdf

63



分から上昇するのは、この下部プレナム (原子炉圧力容器の底の部分)に落下し

た高温のジルコニウム合金と鉄が水と接触することにより水蒸気を発生させる

ためと考えられる」。この最初のFC 18によって、 lMPaの パルス状の圧力変

動が記録されている。

その後、22時 40分には、「燃料物質二酸化ウランのペレットが溶融して炉心

支持板を破損して下部プレナムに落下し始める。その溶融燃料が水と接触して水

蒸気を発生させ」、この時、 3MPaの パルス状の圧力変動が記録された。

そして、 23時 25分頃に「圧力容器底部により大きな穴が貫通した」と推定

している。

この破損の拡大は 2回 目のFCIに よるものと考えるのが自然であろうが、こ

のように圧力容器の底部の破損につながったと推定される程度の水蒸気爆発の

発生を示唆していることが認められる。

国会事故調 (甲 Al・ 167頁)も、 3月 14日 の 19時には、原子炉圧力容

器の破損が起こったとしている (ただし、破損部位は配管系を通した破損として

いる)。 このことにより、圧力容器圧力は急減し、水蒸気爆発が発生しうる圧力

(0,7MPa以下)9まで低下しているが、これ以降の高温溶融物と冷却水の接角虫は、

水蒸気爆発が発生する条件を満たしていると考えられる。

8 FCI…・Fuel Coolant lnteractおn溶融燃料・冷却材相互作用のこと,過酷事故時に、溶融燃料と冷却

材 (軽水炉では水)とが接触する際の伝熱および化学反応を指す。冷却材が急蒸発して水蒸気爆発を起

こし、原子炉を破損し放射性物質を外部に放出する可能性が指摘されている。Mo■en Fuel Coolant

lnteractおnと もいう.

9L.S.Nelson and RⅣ【.Duda、 Steam Explosおn Expe五 Hlents wtth Single Drops oflron O述 de

ⅣIelted wtth a C02 Laser Part II.Paral■ metrtt Studies、  NUREG/CR‐2718 SAND82‐ 1105R3

(1985)、 pp.21‐ 22.の図6と 記述 (次頁以下に添付する。)か ら、この実験によると、系の圧力が

0.75MPa以上では低いトリガーレベルの爆発が起こりにくくなることがわかっている。

この傾向を自発的水蒸気爆発が起こる条件 (ト リガーレベルゼロ)に外挿すると、0.7MPaと なる

文献のURLは、httpsV/wwЧ nrc.質ov/docsIWIL2012/W【L20126B244.pdf

ウ
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<64頁 注 9の該当箇所の原文及び翻訳 と文献の図 6>

※ 該当部分 :p.21

Another pathway of interest involves experiments performed at a reduced  trigger

level of 
～
0.2 MPai these data are shown in Figure 6 along the lower dotted linet

Although this trigger pulse would not initiate an explosion at local ambient pressure

(see Figure 13 of Part I)、   it easily produced explosions when the chamber pressure

was increased to O.20、   0.50、   and O.75 MPa. However、   when the ambient pressure was

increased beyond O,75 MPa、    trigger pulses at this level failed to initiate

explosions.

※ 該当部分の翻訳

系圧力の影響については、 トリガーレベル約 0.2 MPaま で下げて行なわれた実験があ

る。これらのデータは、図 6の下のッ煮線に沿つて示されている。 0.2 MPaト リガー パ

ルスでは、実験場所 (訳注 :標高 1619mに あるアメリカアルバカーキ市)の大気圧では爆

発を起こさないが (パー ト Iの図 13を参照)、 系の圧力が 0。 20、 0.50、 および 0。 75 MPa

に増力日すると、簡単に爆発を引き起こした。 しかし、系の圧力が 0.75 MPaを超えて上昇

すると、このレベルでの トリガー パルスは爆発を開始できなかった (訳者注 ;この傾向を

自発的水蒸気爆発が起こる条件 (ト リガーレベルゼロ)に外挿すると 0。 7MPaと なり、系

の圧力が 0.7MPa以上では自発的にも水蒸気爆発が発生しないということを意味する),

65



WATER SuBCOoLiNG(K,
70 87 e  teo  146 158163

1.6

te4

1鮮2

1.O

0.8

O.4

Oc2

Oe0
0◆O O.2 0.4  0.6  0B8 1ぃ 0  1,2  1.4

AMBIENT PRESSuRE(MPa)

「
iglLEe 6.

::専::ど|を fiξミ専eil打illiユ菅lt::lii:ftti岳岳滝,そ i:::::Si
Released 【nto water.   Temperature oF  the water

ど:S。1息二3 遷守手 翼r ζミヽ11れど: grp£暗鳥沼∴ε l民F忌::

即ち、 3月 14日 の 20時 30分 と22時 40分、および、 3月 15日 の 1時

ごろの計 3回の圧カパルスは、水蒸気爆発によるものと考えるのが妥当であり、

それ以外の要因でこのような圧カパルスが発生するとは考え難い (甲 A309・

9頁 )。

0.e

（軽
と
こ
〕
世
Ｌ
Ｂ
働
彿
壁
野
」
笙
理
望
▼
匡
ｒ

EXpLOS[ONS

飩O EX,LOS,ONS

*

輩

４
搬
愚．子

*
*

rl

O
0

′

＊

　

　

　

＊

~~~華
*
一 ′

66



5 「水蒸気爆発による格納容器破損が必ず想定される事故シーケンスであるとする科

学的な根拠に乏しいこと」という被告国の主張に対する原告らの反論

(1)被告国の主張

ところで、被告国は、令和元年 9月 6日付準備書面 (17)(以下「準備書面 (1

7)」 という。)において、「福島第一原子力発電所において水蒸気爆発が起きたとい

う知見は、各種事故報告書において存在しない」こと、「冷却水と溶融炉心の接触は、

原子炉内での蒸気の大量発生 (及びそれに伴う圧力の上昇)の理由として述べられ

ているのみであり、水蒸気爆発の発生をうかがわせる記述はない」(被告国の準備書

面 (17)・ 32頁の121アの部分。以下、このアの主張を「主張 I」 という。)こ と

と、「水蒸気爆発による格納容器破損が必ず想定される事故シーケンスであるとす

る科学的な根拠に乏しい」 (被告国の準備書面 (17)・ 32頁の12)ウの部分以下、

このウの主張を「主張Ⅱ」という。)こ と等を理由として、「福島第一事故を踏まえ

て原子炉圧力容器内での水蒸気爆発を必ず想定される事故シーケンスとして選定す

べきであるとする原告らの主張は、福島第一事故で水蒸気爆発が起きたという知見

がないことや、重大事故対処施設の有効性評価の枠組みを理解していないものであ

る」と主張していた (被告国の準備書面(17)・ 31～ 32頁の2の部分)。

これに対し、原告らは、2021(令 和 3)年 9月 29日付準備書面82・ 58

頁以下において、「水蒸気爆発による格納容器破損が必ず想定される事故シーケンス

であるとする科学的な根拠に乏しい」という被告国の主張Ⅱについて、下記121の通

り反論していたが、これに対しては、被告国は全く再反論をしていない。

12)被告国の主張Ⅱ (水蒸気爆発による格納容器破損が必ず想定される事故シーケン

スであるとする科学的な根拠に乏しいこと)に対する原告らの反論

ア 福島第一原発事故の4年前に 6.8%と いう極めて高い破損確率の数字が報告さ

れており、被告国が言うように「極めて低い」とは到底言えないこと

そもそも、シミュレーションは、計算の条件によつて、大きく変わる。

被告九州電力などの電力会社が「水蒸気爆発で発生する荷重は小さい」とする
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のは、福島第一原発事故の 4年前である2007年 に発表された森山清史・ほか

4名 による「軽水炉シビアアクシデント時の炉外水蒸気爆発による格納容器破損

確率の評価」という研究報告書 (甲 A296)の ベースケースの条件 (甲 A29

6・ 36買の表 11の 「ケース名」の直ぐ下の「ベース」欄の条件)の場合であ

る。

そして、この研究報告書でも、溶融炉心の重量が多いなど、厳しい条件では破

損に至ることがあることも報告している。

即ち、森山らの研究報告書 (甲 A296)に よれば、水蒸気爆発が起これば、

呂 石ヽ客率 で構 i告物 に糖害 芹卑し え る碩下台砕l′キ
・ア)ミ あ る 》が示されており、川内原発の

ようなPWRモ デルプラン トにおいて、炉外水蒸気爆発が発生した場合に格納容

器が破損する確率は、平均で 6.8%と なる、と評価 しているのである。

これを具体的に説明すると、森山らの研究報告書 (甲 A296)の 33頁には、

「0 破損確率の平均値 (データ′点を線形補間した分布に基づく):6,8xl

O_2」 とぃぅ記載がある。

これは、溶融物が水に落下する条件は様々であり、破損する場合もあれば、破

損しない場合もあるから、いろいろな条件を考えて、破損する確率は、 6.8x

10_2=0.068 = 6.8% と言えるという意味である。

イ 「水蒸気爆発による格納容器破損が必ず想定される事故シーケンスであるとす

る科学的な根拠に乏しい」という被告国の主張は明らかに誤 りであること

この結論を出した森山らの研究報告書は、福島第一原発事故の4年前である 2

007年 に発表されたものであるが、当時は原発関係者の多くが「過酷事故など

起こるはずがない」と哺き、安全神話が幅を利かしていた時代であり、被告国も

過酷事故対策は電力会社の自主〕性に任せていた無責任な時代であり、そのような

弛緩 した雰囲気の中で上記 6.8%と いう極めて高いと言つてよい破損確率の数

字が、実は報告されていた訳である。

従つて、被告国が言うように、「本件施設においても、被告会社は、国内外に
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おける実験的研究と専門家による物理現象に関する分析により、原子炉圧力容器

内での水蒸気爆発によって、格納容器破損に至る可能性は極めて低いと評価し、

原子力規制委員会も発生確率が極めて低いと認められると判断している」とは、

到底、言えないのであって、「水蒸気爆発による格納容器破損が必ず想定される

事故シーケンスであるとする科学的な根拠に乏しい」という被告国の主張こそ明

らかに誤りである。

儡)被告国の「本件施設においても,被告会社は,国内外における実験的研究と専門家

による物理現象に関する分析により,原子炉圧力容器内での水蒸気爆発によつて,

格納容器破損に至る可能性は極めて低いと評価し,原子力規制委員会も発生確率が

極めて低いと認められると判断している (乙 口第 180号証 29ページ及び別紙 8,

乙 口第 181号証 122及び 123ペ ージ)」 という主張に封する原告らの反論 (原告

ら準備書面55及び同準備書面 74・ 18頁以下の「第3 水蒸気爆発の可能性に

ついての反論」部分の援用)

なお、被告国は、上記12)の主張Ⅱに関して、「本件施設においても,被告会社は,

国内外における実験的研究と専門家による物理現象に関する分析により,原子炉圧

力容器内での水蒸気爆発によつて,格納容器破損に至る可能性は極めて低いと評価

し,原子力規制委員会も発生確率が極めて低いと認められると判断している (乙 口

第 180号証 29ページ及び別紙 8,乙 口第 181号証 122及び 123ペ ージ)」 とい

う主張をしている。

そこで、原告らは、この被告国の主張に対する反論として、水蒸気爆発に関する

被告九州電力の主張に対する反論を述べた2018(平 成30)年 5月 14日 付原

告ら準備書面55(被告九州電力の準備書面 13に紺する反論一水蒸気爆発の具体

的危険性に関して―)及び2019(令和元)年 12月 12日付原告ら準備書面 7

4(被告九州電力準備書面 19への反論―水素爆発と水蒸気爆発の危険性―)の 1

8頁以下の「第3 水蒸気爆発の可含留性についての反論」部分を援用する。

以上
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料
温
度
が

い
つ
た
ん
低
下
す
る
可
縮
性
が
高
い
。

溶
激
燃
料
の
主
成
分
織
Ｕ
ｌ
オ
１
０
で
あ

り
、
こ
の
よ
う
な
多
茂
分
系
で
は
融
点
と

い
う
概
念
が
存
在
せ
ず
、
凝
固
開
始
温
度

（リ
キ
ダ
ス
）
と
凝
固
終
了
温
度

（ソ
リ

ア
ス
）
の
間
で
は
固
滋
二
相
の
共
存
状
態

と

な

る

。

は鞘静練が知陣酔榊陣静帝紙梅琳勝竹

し
、
固
組
茂
分
が
上
方
に
殆
留
す
る
傾
向

め
、
戦
方
向
に
成
分
の
非
均
質

化
が
進
む
。
こ
の
た
め
場
合
に
よ
つ
て

は
、
燃
料
集
合
体
下
方
の
溶
積
が
先
に
進

風
し
、
集
合
体
が
下
方
か
ら
崩
密
す
る
可

龍
雄
も
考
え
ら
れ
る
。

【キ
ヤ
ン
ド
リ
ン
グ
？

ス
ラ
ン
ピ
ン
グ
？
】

ン
ピ
ア
ア
ク
シ
ア
ン
ト
解
軒
コ
ー
ド
で

は
、
リ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
激
程
を

「キ
ャ
ン‐

ド
リ
ン‐グ
卓
あ
る
い
は

「
ス
ラ
ン
ピ
ン

グ
」
等
の
機
倉
に
基
づ
い
て
モ
デ
ル
化
し

て
い
る
。
「翠
、
謝
程
”
ン
雰
唱
藤
ゝ
な

にっ
そ
く
が
し
た
た
り
落
ち
る
よ
う
に
Ｕ
ｉ

多
Ａ
議
塾
盟
響
オ
Ｈ
移
い撃
島
と
■

う
モ
デ
ル
で
あ
る
。
「
ス
ラ
ン
ピ
ン
グ
」

は
、
機
械
的
な
強
度
を
失
っ
た
燃
料
棒
が

，極
め
て
煙
時
間
で
所
幣
す
る
と
い
う
モ
デ

ル
で
あ
る
。

ン
ピ
ア
ア
ク
シ
デ
ン
ト
解
折
コ
ー
ド
に

お
い
て
は
、
と
ち
ら
の
モ
デ
ル
も
十
分
に

実
用
的
で
あ
る
が
、
「燃
料
鴻
融
」
現
象

の
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
理
解
す
る
と
い
つヽ
観
点

か
ら
は
、
昇
温
退
種
で
の
ジ
ル
カ
ロ
イ
表

面
の
酸
化
進
展
の
程
度
に
よ
り
、
ど
ち
ら

の
モ
デ
ル
が
支
配
的
に
な
る
か
が
変
わ
っ

て
く
る
と
考
え
ら
れ
る
。
図
１
３
に
ジ
″

カ
ロ
イ
の
醜
化
過
程
を
模
式
的
に
示
す

Ｔ
】
。
外
側
表
面
は
ジ
ル
カ
ロ
イ
／
水
窯

気
反
応
に
よ
り
迎
化
さ
れ
二
酸
化
ジ
ル
コ

エ
ウ
ム
相
が
成
長
す
る
。
一
一酸
化
ジ
ル
コ

ユ
ウ
ム
相
の
内
樋
に
は
ア
ル
フ
ァ
ー
ジ
ル

コ
ユ
ウ
ム
絹
が
形
成
さ
れ
る
。
燃
鶏
側
に

は
、
Ｕ
左
Υ
Ｏ
融
体
と
、
そ
の
内
側
に
ア

ル
フ
ア
止
ジ
ル
コ
エ
ウ
ム
組
が
形
成
さ
れ

る
。
さ
ら
に
内
働
に
は
ぺ
Ｉ
夕
士
ジ
ル
コ

ニ
ウ
ム
相
が
残
留
す
る
。

例
え
ば
、
水
蒸
気
流
量
が
比
較
的
大
き

く
経
持
さ
れ
、
昇
温
速
度
が
比
哉
的
小
さ

い
事
故
進
展
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
外
刺
表
面

か
ら
の
ジ
ル
カ
ロ
イ
駿
化
が
十
分
に
進
む

た
め
、
燃
料
表
面
温
度
が
約
二
〇
〇
〇
～

三
二
〇
〇
ｔ
任
到
違
し
た
段
階
で
は
、
ア

ル
フ
ア
ー
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
増
や
ベ
ー
タ
ー

ジ
ル
コ
エ
ウ
ム
相
が
あ
ま
り
《
留
せ
ず
、

従
っ
て

「キ
ャ
ン
ド
リ
ン
グ
」
は
あ
ま
り

逸
こ
ら
ず
、
「
入
ュ
タ
ど
ン
タ
噂
州
『映
理
‐
；

ケ
ー
ン
ヨ…
‘４
Ｑ
翼
騎
制
箔
川
ガ
要
翼
残
副
〕

な
る
と
予
想
さ
れ
る
。

逆
に
、
水
燕
気
滅
量
が
小
さ
い
事
故
迪

展
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
燃
科
繰
下
方
で
の
ジ

ル
カ
ロ
イ
／
永
森
気
反
応
に
よ
り
、
燃
料

棒
上
部
で
水
藩
気
枯
濁

（ス
タ
ベ
ー
シ
ョ

ン
）
が
起
こ
り
、
酸
化
が
造
み
に
く
く
な

る
。
こ
の
場
合
は
、
「
キ
ャ
ン
ド
リ
ン

グ
」
が
支
配
的
に
な
る
と
予
想
さ
れ
る
。

Ｂ
Ｗ
Ｒ
で
は
、
事
故
進
展
の
と
こ
か
で
鍛

屋
沸
船
が
発
生
す
る
可
能
捜
が
あ
り
、
こ

れ
に
よ
る
急
基
な
玲
却
水
の
水
位
低
下

隣
、
ジ
を
潮
，
４
め
誠
砧
亀
展
に
大
き
く

影
響
す
る
。　
　
　
　
　
　
　
　
′

【デ
プ
リ
ベ
ッ
ド
と
洛
磁
フ
ー
ル
】

リ
ロ
ケ
Ｌ
シ
ヨ
ン
に
よ
げ
燃
料
成
分
が

下
方
に
移
動
す
る
と
、
燃
碁
棒
の
形
状
は

完
全
に
失
わ
れ
、
「デ
プ
リ
ベ
ッ
ド
」
が

形
成
さ
れ
る
。
「
デ
プ
リ
ベ
ッ
ド
」
内
部

で
は
、
ジ
ル
カ
ロ
イ
／
水
黙
気
反
応
は
ほ

ほ
終
息
す
る
が
、
冷
却
浦
流
路
ガ
秘
塞
さ

れ
る
た
め
、，
熟
‐鋼
熱
ａ
組
痢
劇
囀
舛
斑
ｄ
‐

き
な
争
病
萌
１
測
麗
顧
君
ｄ
工
昇
避
楚
Ｅ
．

睡縣
鮨
鶴
是
誘
鍋
潮隣
…

～
二
六
〇
α

，
以
と
．Ｈ
難
選
ず
る
と
港
融

ス
ラ
グ
の
塙
智
状
態
主
な
る
約
こ
の
よ
う

な
湛
融
物
を
置
酵
鵬
ア
ー
ル
」
あ
る
い
は

「
ヨ
リ
ウ
ム
プ
ー
ル
」
と
い
う
・。

「溝
融
ア
ー
ル
」
の
外
側
は
水
森
気
に

よ
つ
て
冷
却
さ
れ
る
た
め
ゝ
団
体
の
「ク

ラ
ス
ト
」
層
が
形
成
さ
れ
る
。
「幣
融
ア
ー

ル
」
が
成
長
し
、
「ク
ラ
ス
ト
」
が
こ
れ
を

こくヽθと

ぁ臨 +水稼
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